
  

  

【表紙】   

【提出書類】 有価証券報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年６月30日 

【事業年度】 第23期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

【会社名】 株式会社雪国まいたけ 

【英訳名】 YUKIGUNI MAITAKE CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  大 平 喜 信 

【本店の所在の場所】 新潟県南魚沼市余川89番地 

【電話番号】 025(778)0111(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役兼執行役員管理本部長  結 柴 敬 雄 

【最寄りの連絡場所】 新潟県南魚沼市余川89番地 

【電話番号】 025(778)0111(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役兼執行役員管理本部長  結 柴 敬 雄 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 平成17年2月21日付で、1株につき1.3株の割合で株式分割を行っております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第19期は新株引受権付社債及び転換社債の発行がないため、第20

期及び第21期は希薄化効果を有する潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 第20期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に当

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 21,731 21,832 23,392 22,913 23,721 

経常利益 (百万円) 924 1,217 1,090 590 345 

当期純利益 (百万円) 363 689 670 280 221 

純資産額 (百万円) 6,266 6,395 6,816 6,896 6,705 

総資産額 (百万円) 26,588 28,651 36,060 35,382 33,771 

１株当たり純資産額 (円) 261.80 272.88 290.31 225.67 221.09 

１株当たり当期純利益 (円) 15.10 28.75 28.33 9.14 7.30 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 9.11 7.28

自己資本比率 (％) 23.6 22.3 18.9 19.5 19.9 

自己資本利益率 (％) 5.80 10.89 10.14 4.10 3.26 

株価収益率 (倍) 38.75 16.87 18.84 62.05 69.47 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,844 2,305 2,498 809 2,152

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,532 △3,779 △3,032 △6,028 △825

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 217 1,234 6,454 △659 △1,837

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 1,449 1,206 7,120 1,246 749

従業員数 (人) 
933 

〔508〕

1,008

〔553〕

1,009

〔547〕

1,045 

〔493〕

998

〔485〕



(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 平成17年2月21日付で、1株につき1.3株の割合で株式分割を行っております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第19期は新株引受権付社債及び転換社債の発行がないため、第20

期及び第21期は希薄化効果を有する潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 第20期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に当

たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 18,829 19,661 20,520 20,480 21,829 

経常利益 (百万円) 1,038 1,297 819 650 561 

当期純利益 (百万円) 567 555 505 314 450 

資本金 (百万円) 1,605 1,605 1,605 1,605 1,605 

発行済株式総数 (株) 24,929,728 24,929,728 24,929,728 32,408,646 32,408,646 

純資産額 (百万円) 7,053 7,053 7,367 7,479 7,505 

総資産額 (百万円) 25,729 27,464 32,840 32,812 31,464 

１株当たり純資産額 (円) 294.67 300.97 313.78 244.82 247.45 

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

10.00 

(―)

10.00

(―)

10.00

(―)

10.00 

(―)

10.00

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 23.56 23.19 21.31 10.30 14.82 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― 10.26 14.79

自己資本比率 (％) 27.4 25.7 22.4 22.8 23.9 

自己資本利益率 (％) 7.76 7.87 7.01 4.23 6.01 

株価収益率 (倍) 24.83 20.92 25.05 55.06 34.20 

配当性向 (％) 42.21 43.13 46.91 97.10 67.46 

従業員数 (人) 
862 

〔366〕

946

〔421〕

959

〔454〕

985 

〔414〕

928

〔409〕



２ 【沿革】 

当社(形式上の存続会社)の前身は、昭和47年10月19日資本金500万円をもって、東京都千代田区東神田２丁目９番１

号に設立された司興業株式会社であります。平成３年１月10日、当社は商号を株式会社雪国まいたけに変更いたしま

した。さらに平成３年４月１日付をもって株式会社雪国まいたけ(昭和58年７月21日設立〔本店 新潟県南魚沼市余川

89番地〕下記沿革に述べる実質上の存続会社)の株式額面を変更(１株の券面額50,000円を500円へ)するため同社(実質

上の存続会社)と合併すると共に、本店を新潟県南魚沼市余川89番地に移転いたしました。 

当社の実体は、被合併会社である株式会社雪国まいたけ(昭和58年７月21日設立)であり、以下の記載におきまして

は、別段の注記のない限り被合併会社(実質上の存続会社)に関するものであります。 

なお、事業年度の期数は実質上の存続会社の期数を継承しておりますので、平成３年４月１日より始まる事業年度

を第９期といたしました。 

  
  

  

年月 事項 

昭和58年７月 株式会社雪国まいたけを設立し、五十沢工場新設により、まいたけの生産販売を開始(日産 

350kg) 

昭和59年８月 五十沢工場増設により、生産量を増加(日産 700kg) 

昭和60年６月 五十沢工場増設により、生産量を増加(日産 1.4ｔ) 

昭和61年６月 本社新築により、新潟県南魚沼市余川89番地に移転 

昭和61年10月 第1バイオセンター（旧・大和工場）を南魚沼市水尾新田に新設(日産 3ｔ) 

昭和62年３月 東京営業所を開設 

昭和62年10月 第1バイオセンター増設により、生産量を増加(日産 6ｔ) 

昭和63年１月 納豆工場を本社隣接地に新設し、納豆の製造販売を開始 

昭和63年10月 第1バイオセンター増設により、生産量を増加(日産 9ｔ) 

昭和63年10月 子会社「株式会社雪国商事」(現・連結子会社)を設立し、当社の各センターで使用する重油等の

仕入れ及び一般消費者へガソリン等の販売を開始 

平成元年９月 第2バイオセンター（旧・浦佐工場）を南魚沼市浦佐に新設(日産 12ｔ) 

平成２年４月 大平もやし店の営業権を譲受け、もやしの生産販売を開始 

平成２年９月 第2バイオセンター増設により、生産量を増加(日産 22ｔ) 

平成３年４月 株式額面を変更(１株額面50,000円を500円へ)するため、東京都千代田区東神田２丁目９番１号

所在の株式会社雪国まいたけと合併 

平成３年８月 子会社「有限会社今町興産」(現・連結子会社)を設立し、培地副原料の製造を開始 

平成４年４月 大阪営業所を開設 

平成４年８月 新本社及び本社パッケージセンター（旧・本社工場）を新築移転 

平成５年９月 第1バイオセンター増設により、生産量を増加(日産 33ｔ) 

平成６年３月 当社株式を新潟証券取引所の地域産業育成部へ上場 

平成６年９月 培地主原料の安定供給の確保のため子会社「雪国アグリ株式会社」(現・連結子会社)を設立 

平成６年９月 第3バイオセンター（旧・六日町工場）を南魚沼市新堀新田に新設(日産 55ｔ) 

平成７年９月 五泉バイオセンター（旧・五泉工場）を五泉市中川新字郷屋原に新設(日産 66ｔ) 

平成７年９月 第3バイオセンター増設により、生産量を増加(日産 77ｔ) 

平成８年３月 加工品販売事業部(現・加工食品部)を開設 



  

  

年月 事項 

平成８年５月 まいたけ水煮の自社生産による販売を開始 

平成８年９月 五泉バイオセンター増設により、生産量を増加(日産 88ｔ) 

平成８年11月 子会社「株式会社ゼネラルバイオフーズ」を設立し、もやしの生産部門を子会社化 

平成９年２月 名古屋営業所を開設 

平成９年４月 まいたけエキスを凝縮した健康維持食品「MDフラクション」の製造販売を開始 

平成９年９月 五泉バイオセンター増設により、生産量を増加(日産 99ｔ) 

平成10年３月 「株式会社トータク」(現・連結子会社)を株式取得により子会社とし、加工食品の製造販売に進

出 

平成10年９月 五泉バイオセンター増設により、生産量を増加(日産110ｔ) 

平成11年７月 仙台営業所を開設 

平成12年３月 新潟証券取引所と東京証券取引所の合併に伴い東京証券取引所市場第二部に上場 

平成12年４月 海外調査室（現・市場調査室）を開設 

平成12年10月 子会社「ユキグニマイタケコーポレーションオブアメリカ」(現・連結子会社)を設立し、海外事

業に進出 

平成13年９月 子会社「株式会社平成興業」を設立し、生コンの製造販売を開始 

平成14年２月 通販事業所を開設 

平成14年３月 五泉バイオセンターでぶなしめじの生産を開始 

平成14年５月 第4バイオセンター（旧・津久野工場）を南魚沼市津久野に新設し、えりんぎの生産を開始 

平成14年６月 １単元の株式数を1,000株から100株へ変更 

平成15年３月 子会社「ユキグニマイタケマニュファクチャリングコーポレーションオブアメリカ」（現・非連

結子会社）を設立 

平成15年４月 子会社「青島東冷食品有限公司」（現・非連結子会社）を設立し、水産加工食品の製造を開始 

平成15年５月 広島営業所を開設 

平成16年６月 第5バイオセンターを南魚沼市山崎新田に新設し、ぶなしめじの生産を開始 

平成16年８月 子会社「株式会社ゼネラルバイオフーズ」において、塩沢バイオセンターを南魚沼市南田中に新

設し、もやしの生産を開始 

平成16年９月 子会社「株式会社平成興業」が子会社「株式会社ゼネラルバイオフーズ」を吸収合併し、同時に

社名を変更し、子会社「株式会社雪国バイオフーズ」（現・連結子会社）を設立 

平成16年11月 新潟県南魚沼郡の六日町と大和町との合併に伴い住所表示が変更。また、一部工場の名称を変更 

平成17年２月 子会社「上海雪国高榕生物技術有限公司」（現・非連結子会社）を設立 

平成18年５月 コージェネレーション発電事業への参加 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、株式会社雪国まいたけ（当社）と子会社12社及び関連会社１社で構成され、まいたけ・えりん

ぎ・ぶなしめじの生産販売を主な事業とし、更に加工食品の製造販売、石油類の販売等を事業としております。 

当社グループの事業内容と当社及び子会社、関連会社の当該事業に係わる位置付けは次のとおりであります。 

なお、次の２部門は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等（1）連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類

別セグメント情報の区分と同一であります。 

  

以上の当社グループの状況について、事業の系統図を示すと次のとおりであります。 
  

(1) 食品事業 ……… 主要な商製品は、まいたけ・えりんぎ・ぶなしめじの生鮮品と、水煮加工食品、

乾燥加工食品、水産品の加工食品、もやし、健康食品及び農産物等であります。 

生鮮品……… 当社が生産及び販売を行い、培地主原料は子会社雪国アグリ㈱及び㈱トミオカ、

培地副原料は子会社㈲今町興産が製造しております。なお、販売の一部は子会社

雪国アグリ㈱及びユキグニマイタケコーポレーションオブアメリカが行っており

ます。 

   加工食品……… 当社がまいたけ・えりんぎ・ぶなしめじの加工食品を製造販売し、子会社㈱トー

タクが水産品等の加工食品を製造しております。 

   もやし……… 子会社㈱雪国バイオフーズが製造、当社が販売しております。 

   健康食品……… 当社が製造し、当社及び関連会社タナベ雪国アソシエイツ㈱が販売しておりま

す。 

   農 産 物……… 当社及び子会社雪国アグリ㈱が仕入販売しております。 

  

(2) その他の事業…… 石油類販売で、子会社㈱雪国商事が販売しております。 



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 上記子会社のうち、㈲今町興産、㈱雪国バイオフーズ、雪国アグリ㈱、㈱トータクは特定子会社であります。 

２ ㈲今町興産は、当社全額出資の子会社㈱雪国商事が100％出資しております。( )内は間接所有割合で内数。 

３ ㈱雪国バイオフーズは、当社全額出資の子会社㈱雪国商事が95.16％出資しております。（ ）内は間接所有割合で内数。

４ ㈱トータクは、当社全額出資の子会社㈱雪国商事が0.36％出資しております。( )内は間接所有割合で内数。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所
資本金又は 
出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

(連結子会社)               

㈱雪国商事   
新潟県 
南魚沼市 10 その他の

事業 100.00 ―
重油等の購入、製品の販売 
役員の兼任…５名 
債務保証あり 

㈲今町興産 (注)１、２ 新潟県 
南魚沼市 3 食品事業 100.00

(100.00)
―

原材料仕入
役員の兼任…１名 

㈱雪国 
バイオフーズ (注)１、３ 新潟県 

南魚沼市 65 食品事業 100.00
(95.16)

―
もやしの生産委託 
役員の兼任…３名 
債務保証あり 

雪国アグリ㈱ (注)１ 群馬県沼田市 20 食品事業 56.00 ―
原材料仕入、当社製品販売等 
役員の兼任…３名 
資金援助あり 

㈱トータク (注)１、４ 東京都中央区 241 食品事業 99.32
(0.36)

―
製品の加工委託 
役員の兼任…２名 
債務保証あり 

ユキグニマイタケ 
コーポレーション 
オブアメリカ 

  
アメリカ 
デラウェア州 

米ドル 
600,000 食品事業 100.00 ―

当社製品販売等 
役員の兼任…２名 
資金援助あり 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

食品事業  985〔477〕 

その他の事業  13 〔8〕 

合計  998〔485〕 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

928〔409〕 38.8 8.2 3,476,759 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における日本経済は、企業収益の改善を背景に設備投資は増加を続け、個人消費も持ち直しを見

せるなど、景気全般としては回復基調で推移いたしました。しかしながら、原油相場の高騰による燃料費増加や包

装材料等の素材価格上昇の影響などが企業業績に与える影響は大きく、経営環境は依然厳しい状況が続いておりま

す。 

きのこの販売環境は、6月以降の野菜相場の急激な下落により市況は低迷し、秋口以降においても温暖な気候が続

いたことで秋商戦が低調に終わるなど、総じて厳しい環境となりました。 

このような状況の中、当社グループは、加熱する価格競争に巻き込まれることなく、お客様の満足度を満たす商

品作りを第一に、品質と鮮度にこだわり続け、商品価値の向上に向けてグループ一丸となって取り組んでまいりま

した。「新鮮で美味しい雪国きのこ」を食卓にお届けするために、厳格な鮮度管理基準を徹底し、製造年月日を表

示した製品の導入推進など、鮮度にこだわった商品供給体制の構築に取り組んでまいりました。また品質管理体制

をより確固たるものとするために、平成17年3月のISO9001の認証取得に続き、平成17年10月には、食品安全に関す

る国際基準ISO22000（食品安全マネジメントシステム）の認証を取得し、社内管理体制の強化を推し進めてまいり

ました。 

販売面では、きのこの需要期となる9月から、ＴＶＣＭやキャンペーン等の販売促進策を展開し、冷え込んでいた

需要の喚起を図ってまいりました。しかし、前述の如く上半期の市況低迷の影響が大きく、加えて温暖な気候から

秋の季節感が薄らいだことにより需要の伸びは鈍く、更には同業他社の安値販売に拍車がかかったこともあり、苦

戦を強いられる結果となりました。 

利益面では、原油価格の高騰による燃料費コストや素材料コストの増加に加え、12月からの記録的な寒波の到来

とそれがもたらした大雪による燃料消費量の増加が利益を圧迫する要因となりました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は237億21百万円（前期比3.5％増）、経常利益は3億45百万円（前期比41.5％

減）、当期純利益は2億21百万円（前期比21.0％減）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。 

 

 

 

〔生きのこ事業〕 

「まいたけ」は、近年競合会社の参入により安値販売が繰り広げられてきたことで、販売シェアダウンを余儀な

くされてきましたが、トップブランドとしての品質格差を訴求し続けてきた結果、それが着実に顧客の信頼獲得に

繋がり、当連結会計年度において、ようやくこの流れに歯止めをかけることができました。きのこ市況全般が低迷

した影響で、販売量が前年を若干割り込みましたが、売上高は102億91百万円（前期比2.3％減）と概ね前年並みの

事業の種類 
連結売上高 

（百万円） 

前期比 

（％） 

    ま い たけ 10,291 △2.3 

え り んぎ 3,949 △5.4 

ぶ な し めじ 3,846 123.8 

生 き の こ 事業 18,087 10.1 

  加 工 食 品 事業 1,478 △17.1 

そ の 他 食 品 事業 3,146 △13.3 

食 品 事 業計 22,712 4.0 

そ の 他 の 事業 1,009 △6.0 

合  計 23,721 3.5 



実績となりました。 

「えりんぎ」は、伸び率こそは鈍化したものの生産量は依然増加傾向にありますが、価格は他のきのこ同様に下

落いたしました。当社グループの販売実績におきましても、価格低迷の影響から、売上高は39億49百万円（前期比

5.4％減）となりました。 

「ぶなしめじ」は、既存の販路を中心に販売拡大を進めた結果、順調に販売数量を伸ばし、需要期となる9月以降

は、ほぼフル出荷体制の稼動となりました。販売価格は相場に引きずられる形で前年を下回りましたが、大幅な販

売数量増加により売上高は38億46百万円（前期比123.8％増）となりました。 

  

〔加工食品事業〕 

加工食品事業では、自社生産きのこを原料とする安全性の高さを背景に、多様化する消費者ニーズを捉えた商品

開発力の強化と販売先の開拓に取り組んでまいりました。前連結会計年度は、米国産牛肉の輸入規制に伴い外食チ

ェーン店向けの水煮製品の出荷が急増し、売上に大きく貢献しましたが、当連結会計年度では、これに代わるまで

の新規顧客の開拓や新商品導入による売上拡大には至らず、売上高は14億78百万円（前期比17.1％減）となりまし

た。 

  

〔その他食品事業〕 

もやし事業につきましては、当連結会計年度より関東圏を中心に本格的な販売拡大推進に取り組んでまいりまし

た。根切りタイプの「雪国もやし」の商品特性については、顧客の評価も次第に高まってきており、販売実績も積

み上がってきましたが、販売体制構築の遅れから十分な営業展開ができず、拡販のスピードが上がらなかったこと

で、販売実績は計画を下回る結果となりました。 

  

〔その他の事業〕 

石油類販売事業は、原油価格高騰によるガソリンの販売価格上昇や冬期間における記録的な寒波の影響による灯

油、Ａ重油の販売量の増加により、売上高は前連結会計年度を大きく上回りました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ4億96百万円減少（前期比39.9％減）し、7

億49百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は21億52百万円となり、前期比13億42百万円（165.7％増）の増加となりました。これは、税金

等調整前当期純利益は減少したものの、大型設備投資（第５バイオセンター及び塩沢バイオセンター）を実施し、ぶなしめじ事

業ともやし事業の拡大に着手した前連結会計年度と比べ、棚卸資産の増減幅が僅かとなったことと未払消費税等が増加したこと

によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果支出した資金は8億25百万円となり、前期比52億3百万円（86.3％減）の減少となりました。使用した資金は主

に固定資産の取得によるものでありますが、大型設備投資を実施した前連結会計年度との比較では大幅な減少となりました。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動の結果支出した資金は18億37百万円となり、前期比11億77百万円（178.5％増）の増加となりました。使用した資金

は主に借入金の返済と配当金の支払いによるものです。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は製造単価によっております。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

当連結会計年度における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は仕入価格によっております。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 外注実績 

当連結会計年度における外注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は外注加工価格によっております。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 受注実績 

当社グループは、販売計画に基づいて作成した生産計画により生産を行っているため、受注生産は行っておりません。 

  

(5) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 主要な販売先については、連結売上高の10％以上に該当する販売先がないため、その記載を省略しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

食品事業 13,976 111.9 

その他の事業 ― ― 

合計 13,976 110.0 

事業の種類別セグメントの名称 商品仕入高(百万円) 前年同期比(％) 

食品事業 1,353 48.9 

その他の事業 929 127.5 

合計 2,283 65.3 

事業の種類別セグメントの名称 外注加工高(百万円) 前年同期比(％) 

食品事業 208 94.9 

その他の事業 ― ― 

合計 208 94.8 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

食品事業 22,712 103.9 

その他の事業 1,009 94.0 

合計 23,721 103.5 



３ 【対処すべき課題】 

今後の経済情勢につきましては、引き続き回復基調で推移することが予想されますが、原油価格の動向や金利上

昇の懸念材料に加え、個人消費におきましても定率減税の縮小や社会保険料の引き上げなど家計支出を圧迫する要

因もあることから、依然厳しい経営環境が見込まれます。 

当社グループにおきましても、主力の生きのこ事業は引き続き激しい価格競争が続くことが予想されると共に、

原材料、燃料コストの高騰等の影響からも、予断を許さない状況が続くと思われます。 

このような状況の中で、当社グループは、消費者ニーズを的確に捉え、それを諸施策に反映させていくことで、

更に成長性を高めていくと共に、経営資源を有効に活用することで効率性の高い企業体質への変革に取り組んでま

いります。 

販売面では、「ぶなしめじ」の販路形成がほぼ出来上がったことで、販売体制を含めた営業力の強化を図り、き

のこ３品と拡販が遅れている「雪国もやし」の販売強化に努めてまいります。また今後益々拡大が予想される加工

食品分野を視野に入れ、消費者ニーズを捉えた商品開発及び新たな販売チャネルの開拓を強力に推進してまいりま

す。 

生産面では、安全性の確保、品質向上、環境負荷の軽減を当社グループの社会的責任と捉え、ISO9001・14001・

22000の各マネジメントシステムの機能性を高めていきながら商品価値及び当社グループの企業価値を高めてまいり

ます。 

また、当社五泉バイオセンターの敷地内において、今年5月に設立したコージェネレーション発電事業会社が建設

する発電施設より、電力及び発電時に発生する蒸気の供給を受けることで、エネルギーコストの低減とＣＯ2排出量

削減による環境負荷の低減を図ってまいります。 

  

  

４ 【事業等のリスク】 

「第２ 事業の状況」「第５ 経理の状況」に記載した内容に潜在する、当社グループの事業等に関する主要な

リスクには、以下のようなものがあります。必ずしもリスク要因に該当しない事項についても、投資判断の上で重

要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から合わせて記載しております。

当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努めます。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成18年6月30日）現在において当社グループが

判断したものでありますが、当社株式への投資に関連するリスクを全て網羅したものではありませんのでご留意く

ださい。 

  

当社グループの経営成績及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには以下のものがあります。 

(1) 国内事業活動に関するリスク 

①自然災害に係るリスク 

当社グループの主要製品である「まいたけ」「えりんぎ」「ぶなしめじ」「もやし」の生産拠点は全て新潟県

内に在るため、自然災害の発生が生産活動に影響を及ぼす可能性があります。平成16年10月23日に発生した新潟

県中越地震では、操業停止に至る大きな被害こそありませんでしたが、生産施設において栽培設備や仕掛品・製

品への被害が有りました。今後、こうしたリスクを分散させていく施策が必要であると認識しております。 

  



②気象・天候条件に係るリスク 

当社グループの主力製品であるきのこの需要は、季節変動（9月～12月が最需要期、1月～3月が需要期、4月～8

月が不需要期）があり、販売量・単価ともにその影響を受け易く、その変動が大きい場合は、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③食品業界に係るリスク 

食品業界では、消費者の品質や安全性に対する要求の高まりを受けて、トレサビリティシステムの構築などの

品質管理の在り方が強く問われています。当社グループは、以前より製品の安全性を保証するため、「重金属検

査」「残留農薬検査」「衛生検査」を実施するなど、高度な検査体制を構築してまいりました。またISO9001、

ISO22000の認証を取得したことで、そのマネジメントシステムを活用し品質管理の機能性を一層強化してまいり

ます。しかし、食品の安全性を損なう事象の発生は、事業の存立基盤を揺るがす大きな問題であり、当社グルー

プの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

④原材料仕入に係るリスク 

当社グループは、食品事業の製造工程において、栽培環境設備の燃料として重油を使用しております。原油価

格の更なる高騰が生じた場合は、燃料コストの上昇に繋がり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

(2) 海外事業活動に関するリスク 

当社グループは、米国及び中国でのきのこ事業の展開に向けて、現地法人を設立し、米国においては市場調査並

びに工場設置の準備を、中国においてはきのこの生産・販売事業を進めております。また、加工食品事業では、中

国において加工製造した製品の輸入販売を、もやし事業では原料を中国から輸入しております。これら海外事業活

動に関しては、現地の経済環境の変化、法規制の変更、テロや伝染病の発生、政治的社会混乱等による経済活動へ

の影響から、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 財政状態に関するリスク 

当社グループは、事業拡大のための資金の多くを金融機関からの借り入れにより調達しており、借入金総額は自

己資本に対して高い比率にあります。当社グループでは、金利上昇によるリスクを軽減するための施策は講じてお

りますが、今後、有利子負債の削減を進め財務体質の強化に努めてまいります。しかし、急激で大幅な金利変動が

生じた場合は、支払利息の増加等、当社グループの業績及び財政状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 



６ 【研究開発活動】 

当連結会計年度における研究開発活動は、菌茸類を中心とした食品事業における研究開発活動を行っております。主
として、きのこの生産及びそれを利用した製品の開発における研究開発に取組むとともに、消費者に「安全・安心・
健康」な食品を提供するための品質検査技術の開発も行っております。それらの開発は、当社の本社内にあります研
究開発室（部長以下67名、顧問２名）を中心にすすめております。 
当連結会計年度における研究開発活動は、すべて食品事業でありますが、その主な研究の目的、主要課題、研究成果
は次のとおりであります。 
  
（1）きのこの生産 

「まいたけ」におきましては新菌株を開発し『雪国舞11号』として種苗登録申請を行うとともに、種苗登録菌株
『雪国舞10号』の工場での生産技術を生産センターと共同で行い確立するとともに、生産コスト削減及び品質向上を
目指した栽培技術の改良を恒常的に行っております。「えりんぎ」におきましても生産コスト削減及び品質向上を目
指した栽培技術の改良を恒常的に行っております。「ぶなしめじ」におきましては、五泉バイオセンターで培った大
量栽培技術の第５バイオセンター（ぶなしめじ栽培専用センター）への移転に協力いたしました。また、同センター
での生産コスト削減及び品質向上を目指した栽培技術の改良は恒常的に行っております。また、種菌開発センターに
おきましても、生産センターへの種菌安定供給を行うとともに、種菌生産コスト削減及び品質向上を目指した種菌生
産技術の改良は恒常的に行っております。 
さらに、ISO14001に基づく環境マネジメントシステムに則り、企業活動に伴い排出される廃棄物削減及び有効活用
の一環といたしまして、株式会社雪国バイオフーズから排出されますモヤシ残渣を用いたきのこ栽培技術開発を行
い、きのこ生産センターへの技術移転を行いました。 
その他、きのこ総合企業を目指し、当社が現在生産販売していない、きのこの栽培技術の開発は引き続き行ってお
ります。 
  

（2）きのこ関連製品 
きのこを利用した機能性食品開発を目的とした、まいたけの生物活性探索のための研究は、引き続きいくつかの
農医薬学系大学と共同で行っております。その成果と致しましては、共同研究先大学と米国MSKCCとの共同研究で、
当社所有日本特許第2859843号及び米国特許第5854404号に基づき当社が製造販売致しておりますマイタケ抽出物
「MDフラクション」が、統合医療に用いられる薬用植物候補として臨床試験に用いられ良好な結果が得られている
ことがあげられます。 
その他、農水省による「農林業におけるバイオマスエネルギー実用化技術の開発」の一環として、平成13年度から
実施しております独立行政法人食品総合研究所からの委託研究「まいたけ廃菌床からのエタノール変換実証研究」
は、引き続き行い、学会発表３件（内 国際学会発表1件）、特許申請１件を行いました。また、本成果は新潟県バイ
オマス利活用推進協議会にも発表を行いました。 
  

（3）品質検査技術 
消費者に「安全・安心・健康」な食品を提供するため、ISO9001に基づく品質管理マネジメントシステム及び
ISO22000に基づく食品安全マネジメントシステムを構築し、製品に対しそれに則った「衛生検査」「重金属検査」
「残留農薬検査」を実施し、販売店に対し品質検査証明書を発行するサービスを行っております。 
また、平成18年5月29日から食品衛生法等の一部改正により施行される、食品中に残留する農薬、動物用医薬品及
び飼料添加物についてのポジティブリスト制に対応した残留農薬一斉分析法の確立に向けた技術開発は、引き続き鋭
意行うとともに、開発された技術は開発され次第検査業務に導入いたしております。 
  

   当連結会計年度における研究開発費の総額は、358百万円（税抜）であります。 
  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

（1） 財政状態の分析 
総資産は、前連結会計年度末に比べて16億11百万円減少し、337億71百万円となりました。 
これは流動資産では、借入金返済の支出等により現金及び預金が前連結会計年度末と比較して5億81百万円減少
し、固定資産では、減価償却が進んだことで有形固定資産が前連結会計年度末と比較して9億43百万円減少したこと
などによるものです。 
負債合計は、前連結会計年度末に比べて14億21百万円減少し、270億27百万円となりました。これは主に長期借入
金の返済による減少であります。 
資本合計は、前連結会計年度末に比べて1億91百万円減少し、67億5百万円となりました。これは自己株式の取得や
利益処分としての配当金支出による減少が主な要因であります。 
  

（2） キャッシュ・フローの分析 
キャッシュ・フローの分析については、第２〔事業の状況〕１〔業績等の概要〕 
（２）キャッシュ・フローの状況の項目をご参照ください。 

  
（3） 経営成績の分析 
（売上高及び営業利益） 
当連結会計年度における売上高は、前連結会計年度と比較して8億8百万円増加（3.5％増）し、237億21百万円と
なりました。主力の生きのこ事業は、上半期の野菜相場の急激な下落による市況悪化や温暖な天候による秋商戦の
低迷など総じて厳しい販売環境で推移しましたが、稼動2年目となりました第5バイオセンター（ぶなしめじ栽培専
用センター）は、秋以降からほぼフル出荷体制となり、ぶなしめじの売上高は大幅に増加しました。その結果生き
のこ事業の売上高は、前連結会計年度に対して16億60百万円増加（10.1％増）しました。 
売上原価は、前連結会計年度と比較して6億79百万円増加（4.1％増）し、167億27百万円となりました。これは
主に、ぶなしめじ事業ともやし事業の生産量増加に伴うコスト増加と一昨年の期中から稼動開始した第5バイオセ
ンター、塩沢バイオセンターの固定費負担増加によるものです。これにより原価率は70.5％となり前連結会計年度
の70.0％から0.5％悪化しました。 
販売費及び一般管理費は、前連結会計年度と比較して5億3百万円増加（9.0％増）し、60億85百万円となりまし
た。増加の要因は、主にＣＭ等の広告宣伝費の増加とぶなしめじともやしの販売増加に伴う運賃、販売手数料の増
加によるものです。 
以上の結果、営業利益は9億8百万円、営業利益率は3.8％となり、前連結会計年度と比較すると3億74百万円の減
益（営業利益率で1.8％減）となりました。 

  
（営業外損益及び経常利益） 
営業外収益では、デリバティブ売却益1億19百万円を計上した前連結会計年度に対して90百万円減少しました。 
営業外費用では、借入金返済が進んだことによる支払利息の減少や社債発行費償却額の減少などの要因と前連結
会計年度においては新潟中越地震義援金等1億77百万円の計上があったことなどから、前連結会計年度との比較で
は2億20百万円の減少となりました。 
以上の結果、経常利益は3億45百万円、経常利益率は1.5％となり、前連結会計年度との比較では2億44百万円の
減益（経常利益率で1.1％減）となりました。 
  
（特別損益、法人税等及び当期純利益） 
特別利益は、投資有価証券売却益1億29百万円の計上により、前連結会計年度より34百万円増加しました。特別
損失では、減損損失64百万円を計上しましたが、災害損失の計上等がありました前連結会計年度との比較では86百
万円減少しました。 
法人税等の純額は、過年度還付法人税等40百万円があったことで、前連結会計年度との比較では57百万円の減少
となりました。 
以上の結果、当期純利益は2億21百万円、当期純利益率は0.9％となり、前連結会計年度との比較では59百万円の
減益（当期純利益率で0.3％減）となりました。 
  

（4） 将来の見通しと課題 
将来の見通しと課題については、第２〔事業の状況〕３〔対処すべき課題〕をご参照ください。 



第３ 【設備の状況】 

 当社グループの消費税に係る会計処理は、税抜方式によっているため、この項に記載の金額には消費税等は含まれて

おりません。 

  

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における当社グループが実施いたしました設備投資の総額は、食品事業分野におきまして8億17百万

円であります。そのうち主なものは、前連結会計年度に建設した第5バイオセンターへの設備投資です。 

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はございません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 帳簿価額の金額には、消費税等を含めておりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具及び備品であります。 

３ 帳簿価額のうち「合計」は、有形固定資産の帳簿価額により記載しており、建設仮勘定は含まれておりません。 

４ ( )内は賃借中のもので外数で表示しており、〔 〕内は賃貸中のもので内数で表示しております。 

５ < >内は臨時従業員数を外数で表示しております。 

６ 店舗の土地のうち一部は、子会社㈱雪国商事へ賃貸しているものであります。また、( )内の5,604㎡は転貸物件であり

ます。 

７ リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業の 
種類別 
セグメン
トの名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 従業 
員数 
(人) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
面積(㎡)

土地
金額 

その他 合計 

本社及び本社パッ

ケージセンター 

(新潟県南魚沼市) 

食品事業 

管理、販売、 

研究、茸包装、

納豆製造 

  

〔14〕

938 

  

  

5 

（5,572）

〔1,131〕

11,444 

  

〔94〕

664 

  

〔0〕

155 

  

〔109〕

1,763 

211 

〈118〉

第1バイオセンタ

ー 

(新潟県南魚沼市) 

ほか６事業所 

食品事業 

まいたけ・ 

ぶなしめじ・ 

えりんぎ生産 

  

  

12,291 

  

  

768 

（21,482）

  

489,925 

  

  

3,686 

  

  

879 

  

  

17,626 

717 

〈291〉

保管施設 

(新潟県南魚沼市) 

ほか４施設 

食品事業 

  

倉庫 

  

  

  

524 

  

  

― 

  

  

2,314 

  

  

33 

  

  

0 

  

  

557 

― 

厚生施設 

(新潟県南魚沼市) 

ほか４ヵ所 

食品事業 

社員寮、 

保養所、 

グラウンド 

〔78〕

212 

 

  

― 

 

  

54,248 

 

  

277 

  

  

― 

〔78〕

489 

― 

店舗 

(新潟県南魚沼市) 

ほか３ヵ所 

その他の 

事業 

ガソリン 

スタンド 

  

〔50〕

71 

  

〔0〕

0 

（5,604）

〔8,231〕

2,678 

  

〔44〕

405 

  

〔0〕

0 

  

〔95〕

478 

― 

計 ― ― 

  

〔143〕

14,039

  

〔0〕

774

（32,658）

〔9,362〕

560,611 

  

〔139〕

5,067 

  

〔0〕

1,036 

  

〔283〕

20,916 

928 

〈409〉



  

  

(2) 国内子会社 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 帳簿価額の金額には、消費税等を含めておりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具及び備品であります。 

３ 帳簿価額のうち「合計」は、有形固定資産の帳簿価額により記載しております。 

４ 提出会社より賃借しているものは、前項の提出会社に記載しておりますので、当項の記載は省略しております。 

５ ( )内は連結子会社以外から賃借中のもので、外数で表示しております。 

６ < >内は臨時従業員数を外数で表示しております。 

７ リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

  

  

事業所名 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 台数 リース期間
年間リース料 
(百万円) 

リース契約
残高 
(百万円) 

本社 食品事業 
全社的管理業務、茸包装、
販売業務、研究開発 

一式 12～ 96ヵ月 211 98

第1バイオセンター 
ほか６事業所 

食品事業 
まいたけ・ぶなしめじ・
えりんぎ生産 

一式 12～108ヵ月 605 1,339

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の 
種類別 
セグメント
の名称 

設備の
内容 

帳簿価額(百万円) 
従業
員数 
(人) 

建物
及び 
構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

土地
面積 
(㎡) 

土地
金額 

その他 合計 

㈱雪国商事 
大和スタンド 
(新潟県南魚沼市)
ほか２事業所 

その他の 
事業 

ガソリン 
スタンド・ 
レストラン 

 

 

50

  

  

1 

(1,629)

  

1,933 

 

 

29

  

  

0 

  

  

81 

13 

〈8〉

㈲今町興産 
本社及び工場 
(新潟県南魚沼市)

食品事業 
培地副原料
生産 

 

 

102

  

  

45 

 

 

6,643

 

 

65

  

  

0 

  

  

214 

3 

雪国アグリ 
㈱ 

本社 
(群馬県沼田市) 

食品事業 作業所 

 

 

88

  

  

98 

(2,800)

  

― 

 

 

―

  

  

1 

  

  

188 

17 

〈13〉

㈱トータク 
本社 
(東京都中央区) 
ほか２事業所 

食品事業 
冷凍食品 
製造 

 

 

142

  

  

16 

 

 

4,307

 

 

185

  

  

11 

  

  

355 

15 

〈47〉

㈱雪国バイ
オフーズ 

本社及び工場 
(新潟県南魚沼市)

食品事業 もやし生産

 

 

1,601

  

  

12 

 

 

52,568

 

 

430

  

  

4 

  

  

2,048 

20 

〈8〉

計 ― ― ― 

 

 

1,986

  

  

174 

(4,429)

  

65,453 

 

 

710

  

  

17 

  

  

2,888 

68 

〈76〉

会社名 事業所名 
事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 台数 リース期間
年間 
リース料 
(百万円) 

リース契約
残高 
(百万円) 

㈱雪国商事 
ガソリンスタ
ンド及び 
レストラン 

その他の事業 
ガソリンスタンド・
レストラン機材 

一式 48～84ヵ月 3 9

雪国アグリ㈱ 本社 食品事業 事務処理機器 一式 84ヵ月 0 0

㈱トータク 
本社及び 
ほか２事業所 

食品事業 
冷凍食品製造設備・
事務処理機器 

一式 48～84ヵ月 11 13

㈱雪国バイオ
フーズ 

  
本社及び工場 
  

食品事業 
もやし製造設備・
事務処理機器 

一式 48～72ヵ月 316 1,464



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

（注）１ 当社グループ全体のまいたけ生産能力は、滋賀事業所の建設に伴い日産132ｔへ増加する予定であります。 

   ２ 滋賀事業所の事業内容は未定であり、完成後の生産能力については、まいたけの生産を行なった場合の能力を記載して

おります。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

  

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の 
種類別 
セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定額
(百万円) 資金

調達 
方法 

着手及び完了 
予定年月 完成後の 

増加能力 
総額 既支払額 着手 完了 

㈱雪国 

まいたけ 

滋賀事業所 

（滋賀県蒲生郡 

 竜王町） 

食品事業 

土地、建物、

きのこ 

生産設備 

7,000 2,484 借入金 
許認可手続完了後に

着工予定 

まいたけ 

日産22トン 

増加 

計 ― ― ― 7,000 2,484 ― ― ― ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

（注）「株式消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めておりましたが、平成18年６月29日開催
の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該定めは削除されました。 

  

② 【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された
株式数は含まれておりません。 

  
 (2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成15年6月27日定時株主総会決議 

（注） 新株予約権の行使時の払込金額は、新株予約権１個当たりの金額であります。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

種類 
事業年度末現在
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 32,408,646 32,408,646 東京証券取引所市場第二部      ― 

計 32,408,646 32,408,646 ―      ― 

  事業年度末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 2,730 2,536 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 354,900 329,700 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 57,330 57,330 

新株予約権の行使期間 自 平成15年９月１日

至 平成18年８月31日 
自 平成15年９月１日 
至 平成18年８月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 
発行価格       441

資本組入額      221 
発行価格       441 
資本組入額      221 

新株予約権の行使条件 ①新株予約権の割当を受けた者は、権

利行使時においても、当社の取締

役、監査役、従業員及び子会社の

取締役の地位にあることを要す。 

②新株予約権の譲渡、質入その他の

処分は認めない。        

③新株予約権者が死亡した場合は、

相続は認めない。        

④その他の条件については、平成15

年8月8日開催の当社取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者と

の間で締結する新株予約権割当契

約書に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については、取締

役会の承認を要するものとする。 
同左 



②平成16年6月29日定時株主総会決議 

（注） 新株予約権の行使時の払込金額は、新株予約権１個当たりの金額であります。 

  

③平成17年6月29日定時株主総会決議 

（注） 新株予約権の行使時の払込金額は、新株予約権１個当たりの金額であります。 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  事業年度末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 5,190 5,150 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 674,700 669,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 86,710 86,710 

新株予約権の行使期間 自 平成16年９月１日

至 平成19年８月31日 
自 平成16年９月１日 
至 平成19年８月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 
発行価格       667

資本組入額      334 
発行価格       667 
資本組入額      334 

新株予約権の行使条件 ①新株予約権の割当を受けた者は、

権利行使時においても、当社の取

締役、監査役、従業員及び子会社

の取締役の地位にあることを要

す。 

②新株予約権の譲渡、質入その他の

処分は認めない。        

③新株予約権者が死亡した場合は、

相続は認めない。        

④その他の条件については、平成16

年7月20日開催の当社取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者と

の間で締結する新株予約権割当契

約書に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については、取締

役会の承認を要するものとする。 
同左 

  事業年度末現在 
（平成18年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） 6,070 5,790 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 607,000 579,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 58,500 58,500 

新株予約権の行使期間 自 平成17年９月１日

至 平成20年８月31日 
自 平成17年９月１日 
至 平成20年８月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 
発行価格       585

資本組入額      293 
発行価格       585 
資本組入額      293 

新株予約権の行使条件 ①新株予約権の割当を受けた者は、

権利行使時においても、当社の取

締役、監査役、従業員及び子会社

の取締役の地位にあることを要

す。 

②新株予約権の譲渡、質入その他の

処分は認めない。        

③新株予約権者が死亡した場合は、

相続は認めない。        

④その他の条件については、平成17

年6月29日開催の当社取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者と

の間で締結する新株予約権割当契

約書に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については、取締

役会の承認を要するものとする。 
同左 

年月日 発行済株式 
総数増減数 

発行済株式
総数残高 

資本金
増減額 

資本金
残高 

資本準備金 
増減額 

資本準備金
残高 



（注） 株式分割(１：1.3)による増加 

  

(4) 【所有者別状況】 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 自己株式2,079,386株は「個人その他」の欄に20,793単元、「単元未満株式の状況」の欄に86株含ま 

れております。 

２ 「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ 

46単元及び4株含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

(平成18年３月31日現在) 

（注）当社は自己株式（2,079,386株、6.42%）を保有しておりますが、上表には表記しておりません。 

  

(株) (株) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

平成17年２月21日(注) 7,478,918 32,408,646 ― 1,605 ― 2,262 

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 4 11 56 9 3 6,192 6,275 －

所有株式数 
(単元) 

― 3,222 950 120,158 906 7 197,947 323,190 89,646

所有株式数 
の割合(％) 

― 1.00 0.29 37.18 0.28 0.00 61.25 100.00 －

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

有限会社大平商事 新潟県南魚沼市 11,252 34.72 

大 平 喜 信 新潟県南魚沼市 7,185 22.17 

若 井  猛 新潟県南魚沼市 759 2.34 

大 平 洋 一 新潟県南魚沼市 651 2.01 

大 平 正 夫 新潟県南魚沼市 631 1.95 

大 平 秀 子 新潟県南魚沼市 399 1.23 

大 平 安 夫 新潟県南魚沼市 367 1.14 

大 平 仁 太 郎 新潟県南魚沼市 264 0.82 

大 平 ヨ シ ト ミ 新潟県南魚沼市 240 0.74 

株式会社第四銀行 新潟県新潟市 240 0.74 

計 ― 21,991 67.86 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 自己株式2,079,386株は「完全議決権株式（自己株式等）」の欄に2,079,300株、「単元未満株式」の欄に86株含まれてお

ります。 

２ 証券保管振替機構名義の株式4,604株は「完全議決権株式（その他）」の欄に4,600株、「単元未満株式」の欄に  4株含

まれております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数 46個が含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 
(平成18年３月31日現在) 

  
  
(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 
  

① 当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社の取締役、監査役、従業員及び当社子会
社の取締役に対して、特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを定時株主総会において決議したもので
あります。 
  
当該制度の内容は、次のとおりであります。 
イ 平成15年６月27日決議 
決議内容は、「第4提出会社の状況 1株式等の状況 (2)新株予約権等の状況」に記載しております。 
  

ロ 平成16年６月29日決議 
決議内容は、「第4提出会社の状況 1株式等の状況 (2)新株予約権等の状況」に記載しております。 
  

ハ 平成17年６月29日決議 
決議内容は、「第4提出会社の状況 1株式等の状況 (2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式   2,079,300 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 30,239,700 302,397 ― 

単元未満株式 普通株式      89,646 ― ― 

発行済株式総数 32,408,646 ― ― 

総株主の議決権 ― 302,397 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数(株) 

他人名義所有
株式数(株) 

所有株式数 
の合計(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社 
雪国まいたけ 

新潟県南魚沼市 
余川89番地 

2,079,300 ― 2,079,300 6.41

計 ― 2,079,300 ― 2,079,300 6.41 



② 当該制度は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社の取締役、監査役、従業員及び当社子
会社の取締役に対して、特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを定時株主総会において決議したもの
であります。 
  
  
当該制度の内容は、次のとおりであります。 

イ 平成18年６月29日決議 

 (注) 新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日(取引が成立していない日を除く)における東京証券取引所の当社株式の普

通取引の終値の平均値、または発行日に先立つ東京証券取引所の直近営業日の終値(終値がない場合は、それに先立つ直近日

の終値)のいずれか高い額に1.05を乗じた価額(１円未満の端数は切り上げ)とする。 

なお、新株予約権を発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、行使価額は、次の算式により調整されるものと

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く)を行うときは、次

の算式により行使価額の調整を行い、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  

  

  

付与対象者の区分 

及び人数(人) 

当社の取締役、監査役、従業員及び当社子会社の取締役 

なお、人数等の詳細につきましては定時株主総会以後の取締役会にて決定いたし

ます。 

新株予約権の目的となる 

株式の種類 
普通株式 

株式の数(株) 

680,000株を上限とする。 

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をも

って次の算式により新株予約権の目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、この調整は本新株予約権のうち当該時点で権利を行使されていない新株予約

権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた

場合は、これを切り捨てるものとする。 

 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

新株予約権の行使時の 

払込金額(円) 
(注) 

新株予約権の行使期間 平成18年９月１日～平成21年８月31日 

新株予約権の行使の条件 

１ 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役、監

査役、従業員及び当社子会社の取締役の地位にあることを有す。 

２ 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。 

３ 新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めない。 

４ その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議により決定するも

のとする。 

新株予約権の譲渡に関する 

事項 
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。 

調整後 
行使価額 

＝ 
 調整前 
 行使価額 

× 
１

分割・併合の比率

  
調整後 
行使価額 

  
＝ 
 調整前 
 行使価額 

  
× 

既発行 
株式数 

＋
新規発行株式数×１株当たり払込価額

１株当たり時価
既発行株式数＋新規発行株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

        【株式の種類】  普通株式 

         イ【定時総会決議による買受けの状況】 

             該当事項はありません。 

         ロ【子会社からの買受けの状況】 

             該当事項はありません。 

         ハ【取締役決議による買受けの状況】 

（平成18年６月29日現在）

  

         ニ【取得自己株式の処理状況】 

             該当事項はありません。 

         ホ【自己株式の保有状況】 

（平成18年６月29日現在）

         

    ②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

（平成18年６月29日現在）

（注）「当会社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を買受けることができ

る。」旨を定款に定めております。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

  該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

  該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策と位置付け、業績向上を通して安定した配当を継続して行う

ことを基本方針としております。 

株主への利益還元と並んで内部留保の充実を図ってまいります。内部留保資金については生産設備、研究開発投資

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成17年６月29日決議） 
350,000 220,000,000 

前決議期間における取得自己株式 274,900 148,928,600 

  既存決議株式数及び価額の総額 75,100 71,071,400 

  未行使割合（％） 21.5 32.3 

区分 株式数（株） 

 保有自己株式数 2,016,457 

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 ― ― ― 



及び新規事業開拓等に活用し、今後の成長と収益力の向上を図り、株主の皆様のご期待に応えて行く所存でありま

す。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部における株価であります。 

２ □印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部における株価であります。 

  

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 870 634 680
918
□590 

590

最低(円) 505 464 470
500
□530 

491

月別 
平成17年 
10月 11月 12月

平成18年
１月 ２月 ３月 

最高(円) 564 549 545 545 529 517 

最低(円) 535 525 524 503 494 500 



  

５ 【役員の状況】 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有
株式数 
(千株) 

代表取締役 
社長   大 平 喜 信

昭和23年 
２月４日生 

昭和50年８月

昭和57年２月

昭和58年７月

昭和60年７月

昭和63年10月

平成元年６月

平成９年２月

平成９年８月

平成10年５月

平成11年５月

大平もやし店創業 

まいたけ栽培開始 

株式会社雪国まいたけ設立 取締役就任 

代表取締役社長就任 

株式会社雪国商事代表取締役社長就任(現任) 

有限会社大平商事代表取締役社長就任(現任) 

代表取締役社長兼営業本部長 

代表取締役社長 

代表取締役社長兼営業本部長 

代表取締役社長(現任) 

7,185

常務取締役   大 平 正 夫
昭和31年 
３月29日生 

昭和57年５月

昭和58年７月

昭和61年10月

昭和62年２月

平成元年７月

平成３年４月

平成５年６月

平成７年１月

平成７年７月

平成８年７月

平成12年２月

平成12年９月

平成17年４月

平成18年２月

京浜通運株式会社入社 

株式会社雪国まいたけ設立 取締役就任 

取締役大和工場長 

常務取締役就任 

常務取締役大和工場長 

常務取締役生産本部長兼大和工場長 

常務取締役 

常務取締役生産本部長兼大和工場長 

常務取締役生産本部長兼大和工場長兼六日町工場長 

常務取締役 

常務取締役生産本部長兼大和工場長 

常務取締役生産本部長 

取締役兼常務執行役員生産本部長 

常務取締役兼執行役員(現任) 

631

取締役 
本社 

パッケージ 
センター長 

高 橋 育 美
昭和25年 
５月28日生 

昭和58年11月

昭和60年10月

昭和63年１月

平成16年11月

平成17年４月

株式会社雪国まいたけ入社 

本社工場長 
取締役就任 本社工場長 

取締役本社パッケージセンター長 
取締役兼執行役員本社パッケージセンター長(現任) 

134

取締役 生産本部長 桜 井 俊 雄 昭和28年 
６月18日生 

昭和58年４月

昭和60年５月

昭和61年10月

昭和62年２月

昭和63年１月

平成元年７月

平成５年６月

平成６年７月

平成７年７月

平成９年９月

平成12年12月

平成16年11月

平成17年４月

平成18年２月

株式会社桐生建設入社 

株式会社雪国まいたけ入社 
五十沢工場長 

大和工場長兼五十沢工場長 
取締役就任 大和工場長兼五十沢工場長 

取締役浦佐工場長 
取締役大和工場長 

取締役六日町工場長 
取締役五泉工場長 

取締役生産本部副本部長 
取締役生産本部副本部長兼五泉工場長 

取締役生産本部副本部長兼五泉バイオセンター長 
取締役兼執行役員生産本部副本部長 

取締役兼執行役員生産本部長(現任) 

104

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有
株式数 
(千株) 

昭和39年４月

平成８年１月

竹岸畜産工業株式会社入社(現プリマハム株式会社) 

株式会社雪国まいたけ入社 



  

  

取締役 管理本部長 結 柴 敬 雄 昭和20年 
10月３日生 

  

平成８年６月

平成８年７月

  

平成８年９月

平成８年11月

平成９年８月

平成12年２月

平成13年２月

平成15年２月

平成17年１月

平成17年４月

平成18年１月

生産本部副本部長 

取締役就任 生産本部副本部長 

取締役生産本部長兼六日町工場長兼大和工場長兼浦

佐工場長 

取締役生産本部長兼六日町工場長兼大和工場長 

株式会社ゼネラルバイオフーズ代表取締役社長就任 

取締役生産本部長兼大和工場長 

取締役総務部長 

取締役総務部長兼企画部長 

取締役総務部長 

取締役管理本部長 

取締役兼執行役員管理本部長兼品質保証室長 

取締役兼執行役員管理本部長(現任) 

108

取締役 管理本部 
副本部長 宮 崎   浩

昭和29年 
４月14日生 

昭和55年６月

平成６年４月

平成11年４月

平成15年９月

  

平成17年２月

平成17年４月

平成17年６月

平成17年10月

平成18年１月

小川法律事務所入所 

東海パルプ株式会社入社 

同社総務人事部 課長 

株式会社雪国まいたけ入社 

総務部課長 

総務部長 

執行役員総務部長 

取締役兼執行役員総務部長 

取締役兼執行役員管理本部副本部長兼総務部長 

取締役兼執行役員管理本部副本部長(現任) 

2

取締役 

営業本部 
副本部長 

  兼 
業務部長 

小 林 嗣 明
昭和23年 
２月26日生 

昭和47年４月

平成５年５月

平成９年４月

平成13年10月

平成15年８月

  

平成15年11月

平成16年２月

平成17年１月

平成17年４月

平成17年６月

株式会社富士銀行入社 

株式会社富士銀行シアトル駐在員事務所 所長 

株式会社日本ダイナースクラブ 

株式会社みずほ銀行 

株式会社雪国まいたけ入社 

社長室室長補佐 

管理本部付部長 

管理本部副本部長 

営業本部副本部長兼業務部長 

執行役員営業本部副本部長兼業務部長 

取締役兼執行役員営業本部副本部長兼業務部長 

(現任) 

7

取締役 営業本部長 柏  原  一  彦 昭和29年 
６月１日生 

昭和56年11月

昭和62年１月

平成４年11月

平成９年10月

平成11年６月

平成13年３月

平成13年４月

平成15年５月

平成17年４月

平成18年２月

平成18年６月

  

イゼキプレハブ株式会社入社 

株式会社加ト吉入社 

同社京滋営業所長 

同社大阪支社市販用冷凍食品部門マネージャー 

柏原経営労務管理研究所開設 

当社入社 

名古屋営業所長 

大阪営業所長 

執行役員大阪営業所長 

執行役員営業本部長 

取締役兼執行役員営業本部長兼販売促進部長 

（現任） 

1

取締役 

株式会社 
雪国バイオ 
フーズ代表 
取締役社長 

若  井      進
昭和31年 
２月25日生 

昭和53年５月

昭和62年４月

平成３年９月

平成６年４月

平成７年７月

平成10年８月

平成12年10月

平成14年３月

平成15年６月

平成16年９月

平成18年６月

有限会社京越設立 

同社代表取締役 

株式会社萌偕坊代表取締役 

当社入社 

株式会社ゼネラルバイオフーズ課長 

同社部長 

当社大和工場長 

六日町工場長 

株式会社ゼネラルバイオフーズ代表取締役 

株式会社雪国バイオフーズ代表取締役（現任） 

株式会社雪国まいたけ取締役就任（現任） 

1

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有
株式数 
(千株) 

監査役 
常勤   櫻 井 利 一

昭和12年 
６月13日生 

昭和55年11月

平成元年４月

平成７年６月

新潟県大和町議会議員 

有限会社桜井畜産代表取締役 

株式会社雪国まいたけ監査役就任(現任) 

1



  

 (注) １ 常務取締役大平正夫は代表取締役社長大平喜信の実弟であります。 
２ 監査役川邊信一郎、櫻井利一、北村計は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 
３ 当社は、経営環境の変化に的確且つ迅速な対応を図るため、執行役員制度を導入し、経営監督責任と事業執行責任を明
確化することで、企業統治機能と業務執行体制の強化を図っております。 
  

  

  

監査役   茨 木 宏 隆
昭和13年 
８月29日生 

昭和36年４月

昭和62年６月

平成８年２月

平成８年６月

平成８年７月

平成10年10月

平成12年２月

平成12年６月

古河電気工業株式会社入社 

山一電機工業株式会社入社(現山一電機株式会社) 

株式会社雪国まいたけ入社 経理部長 

取締役就任 経理部長 

取締役管理本部長 

取締役管理本部長兼総務部長 

取締役管理本部長 

監査役就任(現任) 

35

監査役   川 邊 信一郎
昭和８年 
１月５日生 

昭和63年５月

平成元年４月

平成６年６月

南魚沼中央土地改良区理事 

新潟県六日町議会議員 

株式会社雪国まいたけ監査役就任(現任) 

3

監査役   北 村   計
昭和10年 
８月20日生 

平成４年11月

平成14年６月

新潟県大和町議会議員 

株式会社雪国まいたけ監査役就任(現任) 
2

計 8,219 

〔役 職〕 〔氏 名〕 

常務取締役兼執行役員 大 平 正 夫 

取締役兼執行役員 本社パッケージセンター長 高 橋 育 美 

取締役兼執行役員 生産本部長 桜 井 俊 雄 

取締役兼執行役員 管理本部長 結 柴 敬 雄 

取締役兼執行役員 管理本部副本部長 宮 崎    浩 

取締役兼執行役員 営業本部副本部長兼業務部長 小 林 嗣 明 

取締役兼執行役員 営業本部長兼販売促進部長 柏 原 一 彦 

執行役員 東京営業所長 海 野 博 樹 

執行役員 五泉バイオセンター長兼生産課長兼包装課長 江 﨑 八 郎 

執行役員 管理本部総務部長 廣 瀬    誠 

執行役員 研究開発室長兼研究開発課長 西 堀 耕 三 

執行役員 大阪営業所長 元 川 雅 人 

執行役員 品質保証室長 南 雲 朗 浩 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
当社グループは、株主、顧客、従業員、取引先、地域社会など様々な利害関係者に対して責任ある企業経営を実現することを目的
とし、グローバル社会からの要請に対して、適時・的確な意思決定や行動メカニズムを構築し、経営の効率性・健全性を高めていく
ことが重要課題であると認識しております。 
 その上で、①意思決定の迅速化②経営監督機能の強化③経営透明性の向上④企業倫理の確立を課題に掲げ、その強化に取り組んで
おります。 
  
（１）経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

①経営管理体制の状況 
（取締役会） 
取締役会は９名の取締役で構成されており、当社の重要事項を決定し、取締役の業務の執行状況を監督して
おります。また、当社では従前より監査役の出席を義務付けており、取締役会の業務執行について、適法性・
妥当性を監査しております。 
  
（監査役会） 
当社は、監査役制度を採用しております。監査役会は、４名の監査役で構成されており、うち３名は社外監
査役であります。 
  

（執行役員制度） 
当社は、経営環境の変化に的確且つ迅速な対応を図るため、執行役員制度を導入し、経営監督責任と事業執
行責任を明確化することで、企業統治機能と業務執行体制の強化を図っております。 
  

（経営会議） 
経営会議は、常勤の取締役と執行役員で構成されており、取締役会の委嘱を受けた事項及び経営に関する重
要事項について協議決定しております。経営会議は、原則毎週１回開催しておりますが、業務執行にかかる意
思決定のプロセスであることから、構成員の招集に基づき、適宜開催するなど柔軟な体制としております。 
  

②内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況 
 当社は、法令遵守及び企業倫理の徹底を図り、社会から信頼される公正な経営を実現するため、「コンプライ
アンス（倫理・法令遵守）推進制度」を導入し、「雪国まいたけ行動憲章」「コンプライアンス行動指針」及び
「社員行動基準」を制定しております。また、運営面では、コンプライアンス推進委員会を設置し、倫理・法令
遵守の推進に努めると共に、制度の機能性を担保する上で、社内相談連絡窓口を設置しております。 
  

③内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 
 当社は内部監査部門として、社長直轄の監査室（１名）を設置しており、各部門、部課、子会社の業務執行に
ついて、内部監査規程及び年次の内部監査計画に基づき、必要な内部監査を実施しております。監査結果につき
ましては、逐次社長に報告すると共に、監査役会に対しても、定期的に内部監査の状況を報告し、監査役との緊
密な連携のもと監査機能の充実を図っております。 
 監査役は、監査役会で策定された監査方針及び監査計画に基づき、取締役会、経営会議、予算実績差異分析会
議等の重要な会議への出席や、業務及び財産の状況調査を通して、取締役の職務遂行を監査しております。 
 当社は会計監査人として、監査法人ナカチと商法監査及び証券取引法に基づく監査契約を締結し、適宜会計に
関する指導を受けております。会計監査業務を執行した公認会計士は、平田卓及び吉永康樹であり、この他に会
計監査業務に係る補助者として、監査法人ナカチの公認会計士８名、会計士補１名、その他１名による監査を受
けております。 
  

  



   ※当社のコーポレート・ガバナンス体制を図式化すると次のとおりとなります。 

  

 

  

④役員報酬等の内容 
取締役に支払った報酬      162百万円 
監査役に支払った報酬       6百万円 
利益処分により支払った役員賞与  ―百万円 

  
⑤監査報酬の内容 

    公認会計士法第2条第1項の業務の対価として支払うべき報酬 21百万円 
    上記以外の報酬はありません。 
  
（２）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関 

係の概要 
①社外取締役は選任しておりません。 
②社外監査役と当社とは取引関係その他の利害関係はありません。 

  
（３）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近1年間における実施状況 
① 平成17年4月の個人情報保護法の施行を受けて、当社グループの基幹情報システムのセキュリティ機能を強化
するなど、適切な個人情報保護管理体制の構築に取り組んできました。そしてその管理体制を一層確かなものと
するため、現在プライバシーマーク（JIS Q15001）の認証取得に向けた準備及び社内体制整備を進めておりま
す。 
② 当社は、グループ会社を含め横断的にＣＳＲ活動を推進していくために、平成18年4月1日付でＣＳＲ委員会を
新設いたしました。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、第22期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)の

連結財務諸表及び第22期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)の財務諸表並びに当連結会計年度(平

成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び第23期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)の財務諸表については、監査法人ナカチの監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

    
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

 １ 現金及び預金 ※２   1,573     991   

 ２ 受取手形及び売掛金     1,261     1,217   

 ３ 棚卸資産     2,984     2,970   

 ４ 繰延税金資産     214     249   

 ５ その他     615     574   

   貸倒引当金     △97     △48   

   流動資産合計     6,552 18.5   5,955 17.6 

Ⅱ 固定資産               

 １ 有形固定資産 ※２             

  (1) 建物及び構築物   28,168     28,193     

    減価償却累計額   10,993 17,174   12,094 16,099   

  (2) 機械装置及び運搬具   2,984     3,124     

    減価償却累計額   1,892 1,092   2,168 956   

  (3) 土地     5,713     6,044   

  (4) 建設仮勘定     1,399     1,367   

  (5) その他   2,316     2,564     

    減価償却累計額   1,226 1,089   1,507 1,056   

   有形固定資産合計     26,468 74.8   25,525 75.6 

 ２ 無形固定資産     206 0.6   173 0.5 

 ３ 投資その他の資産               

  (1) 投資有価証券 ※1、2   827     852   

  (2) 繰延税金資産     339     379   

  (3) その他 ※1、2   1,137     1,082   

    貸倒引当金     △149     △197   

   投資その他の資産合計     2,154 6.1   2,117 6.3 

   固定資産合計     28,830 81.5   27,815 82.4 

   資産合計     35,382 100.0   33,771 100.0 

         



  

  

    
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金     491     551   

２ 短期借入金     8,230     10,065   

３ 未払法人税等     321     347   

４ 賞与引当金     251     220   

５ その他     1,735     1,915   

流動負債合計     11,029 31.2   13,099 38.8 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     2,300     2,300   

２ 長期借入金     14,121     10,676   

３ 繰延税金負債     0     0   

４ 退職給付引当金     15     23   

５ 役員退職慰労引当金     511     421   

６ その他     471     506   

固定負債合計     17,419 49.2   13,927 41.2 

負債合計     28,449 80.4   27,027 80.0 

(少数株主持分)               

少数株主持分     36 0.1   38 0.1 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※３   1,605 4.6   1,605 4.8 

Ⅱ 資本剰余金     2,262 6.4   2,262 6.7 

Ⅲ 利益剰余金     4,046 11.4   3,957 11.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     66 0.2   80 0.2 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △0 △0.0   1 0.0 

Ⅵ 自己株式 ※４   △1,083 △3.1   △1,202 △3.5 

資本合計     6,896 19.5   6,705 19.9 

負債・少数株主持分 
及び資本合計 

  35,382 100.0 33,771 100.0

       



② 【連結損益計算書】 

  

    
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     22,913 100.0   23,721 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   16,048 70.0   16,727 70.5 

   売上総利益     6,865 30.0   6,994 29.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１             

 １ 広告宣伝費   272     681     

 ２ 運賃   1,461     1,604     

 ３ 販売手数料   879     978     

 ４ 貸倒引当金繰入額   34     1     

 ５ 報酬・給料及び諸手当   1,313     1,196     

 ６ 賞与引当金繰入額   54     51     

 ７ 退職給付費用   13     13     

 ８ 役員退職慰労引当金繰入額   36     6     

 ９ 減価償却費   244     198     

 10 雑費   1,270 5,582 24.4 1,352 6,085 25.7 

   営業利益     1,283 5.6   908 3.8 

Ⅳ 営業外収益               

 １ 受取利息   4     6     

 ２ デリバティブ売却益   119     －     

 ３ 固定資産賃貸収入   56     48     

 ４ 雑収入   83 264 1.2 118 173 0.8 

Ⅴ 営業外費用               

 １ 支払利息   584     567     

 ２ 投資事業組合損失   25     21     

 ３ 社債発行費   14     7     

 ４ 義援金等   177     －     

 ５ 雑損失   154 956 4.2 139 736 3.1 

   経常利益     590 2.6   345 1.5 

Ⅵ 特別利益               

 １ 投資有価証券売却益   １     129     

 ２ 営業権売却益   85     －     

 ３ 固定資産売却益 ※２ 7 95 0.4 － 129 0.5 

Ⅶ 特別損失               

 １ 出資金評価損   13     －     

 ２ 工場閉鎖損   47     －     

 ３ 災害損失   89     －     

 ４ 減損損失 ※３ － 150 0.7 64 64 0.3 

   税金等調整前当期純利益     534 2.3   410 1.7 

   法人税、住民税及び事業税   318     308     

   過年度還付法人税等   －     △40     

   法人税等調整額   △74 244 1.1 △82 186 0.8 

   少数株主利益     △9 △0.0   △1 △0.0 

   当期純利益     280 1.2   221 0.9 
      



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  

    
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     2,262   2,262 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   
  

2,262 
  

2,262 

(利益剰余金の部)       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     4,032   4,046 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

 １ 当期純利益   280 280 221 221 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

 １ 配当金   234   305   

 ２ 役員賞与金   6   －   

 ３ 自己株式処分差損   25 266 5 310 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     4,046   3,957 

     



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

   税金等調整前当期純利益   534 410 

   減価償却費及びその他の償却費 

      減損損失 

  

  

1,738 

― 

1,766 

64 

   退職給付引当金の増加額   8 7 

役員退職慰労引当金の増加額(△減少額)   30 △89 

   貸倒引当金の増加額(△減少額)   29 △0 

   賞与引当金の増加額(△減少額)   18 △31 

   固定資産除売却損   50 1 

   投資事業組合損失   25 21 

      出資金評価損   13 － 

   投資有価証券売却益   △1 △129 

   受取利息及び受取配当金   △10 △12 

   支払利息   591 574 

      営業譲渡益   △100 － 

   役員賞与の支払額   △6 － 

   売上債権の減少額   429 42 

   棚卸資産の減少額(△増加額)   △840 15 

   仕入債務の減少額   △212 △65 

   未払消費税等の増加額(△減少額)   △384 434 

   その他営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △127 △42 

    小計   1,788 2,968 

   利息及び配当金の受取額   9 12 

   利息の支払額   △592 △590 

   法人税等の支払額   △396 △237 

    営業活動によるキャッシュ・フロー   809 2,152 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

   定期預金の預入による支出   △276 △161 

   定期預金の払戻による収入   278 245 

   有形固定資産の取得による支出   △6,119 △937 

   有形固定資産の売却による収入   172 0 

   投資有価証券の取得による支出   △171 △110 

   投資有価証券の売却による収入   32 190 

   子会社の株式取得による支出   △1 － 

   出資金の払込による支出   △120 △10 

   無形固定資産の取得による支出   △16 △32 

   貸付けによる支出   △26 △44 

   貸付金の回収による収入   50 － 

   営業譲渡に伴う収入   100 － 

   その他投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 71 34 

    投資活動によるキャッシュ・フロー   △6,028 △825 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

   短期借入金の純増加額   1,149 415 

   長期借入れによる収入   2,930 2,743 

   長期借入金の返済による支出   △4,417 △4,768 

   社債発行による収入   300 500 

   社債償還による支出   △200 △400 

   自己株式の取得による支出   △201 △151 

   自己株式の売却による収入   174 27 

   ファイナンス・リース債務の
   返済による支出 

 △228 △187 

   親会社による配当金の支払額   △234 △305 

   その他財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 69 290 

    財務活動によるキャッシュ・フロー   △659 △1,837 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   4 13 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △5,874 △496 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   7,120 1,246 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,246 749 
      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
  

  
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社数  ６社 

  連結子会社名は、「第１企業の概況 ４関係会社

の状況」に記載のとおりであります。 

  なお、平成16年９月１日付けで、㈱平成興業と㈱

ゼネラルバイオフーズが、㈱平成興業を存続会社と

して合併し、社名を㈱雪国バイオフーズに変更して

おります。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社数   ６社 

連結子会社名は、「第１企業の概況 ４関係会社

の状況」に記載のとおりであります。 

  

(2) 非連結子会社の名称 

文登泰東食品有限公司 

  大連東拓食品有限公司 

  青島東冷食品有限公司 

ユキグニマイタケマニュファクチャリングコーポ

レーションオブアメリカ 

  ㈱トミオカ 

上海雪国高榕生物技術有限公司 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社６社は小規模会社であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないた

め連結の範囲から除いております。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

  青島東冷食品有限公司 

ユキグニマイタケマニュファクチャリングコーポ

レーションオブアメリカ 

  ㈱トミオカ 

上海雪国高榕生物技術有限公司 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計

の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていな

いため連結の範囲から除いております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

非連結子会社(文登泰東食品有限公司・大連東拓食

品有限公司・青島東冷食品有限公司・ユキグニマイ

タケマニュファクチャリングコーポレーションオブ

アメリカ・㈱トミオカ・上海雪国高榕生物技術有限

公司)及び関連会社(タナベ雪国アソシエイツ㈱)につ

いては、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて持分法

の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性がないため、

これらの会社に対する投資勘定については、持分法

を適用せず原価法により評価しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

非連結子会社(青島東冷食品有限公司・ユキグニマ

イタケマニュファクチャリングコーポレーションオ

ブアメリカ・㈱トミオカ・上海雪国高榕生物技術有

限公司)及び関連会社(タナベ雪国アソシエイツ㈱)に

ついては、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて持分

法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた

め、これらの会社に対する投資勘定については、持

分法を適用せず原価法により評価しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうちユキグニマイタケコーポレーシ

ョンオブアメリカの決算日は、12月31日でありま

す。 

連結財務諸表の作成にあたっては、決算日現在の

財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日

までの期間に発生した重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 



  

  
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ① 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

      決算日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及びこれに

類する組合への出資（証券取引法第2条第2

項により有価証券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定される決算報告日

に応じて入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方法によ

っております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ① 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

  

  

    時価のないもの 

同左 

  

 ② 棚卸資産 

   商品・原材料・貯蔵品 

    主として移動平均法による原価法 

  

   製品・半製品・仕掛品 

    総平均法による原価法 

 ② 棚卸資産 

   商品・原材料・貯蔵品 

同左 

  

   製品・半製品・仕掛品 

同左 

 ③ デリバティブ 

    時価法 

 ③ デリバティブ 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産……定率法。但し、第４バイオセ

ンター（旧 津久野工場）、種菌

開発センター、第５バイオセンタ

ー及び塩沢バイオセンターの建物

（それぞれ建物附属設備は除く）

につきましては、定額法を採用し

ております。 

  

無形固定資産……定額法 

         ソフトウェア(自社利用)について

は、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法 

   長期前払費用……均等償却 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産……定率法。ただし、第４バイオ

センター、種菌開発センター、第

５バイオセンター及び塩沢バイオ

センターの建物（それぞれ建物附

属設備は除く）につきましては、

定額法を採用しております。 

  

  

   無形固定資産……同左 

  

  

  

長期前払費用……同左 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

   社債発行費 

支出時に全額費用として処理しております。 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

   社債発行費 

同左 

(4) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

  



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 ② 賞与引当金 

   従業員賞与の支払に備えるため、将来の支給見

込額のうち当連結会計年度の負担額を計上してお

ります。 

 ② 賞与引当金 

同左 

  

 ③ 退職給付引当金 

   当社及び連結子会社のうち１社は、従業員の退

職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

   数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により按分した額を、それぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。 

 ③ 退職給付引当金 

   当社及び連結子会社のうち１社は、従業員の退

職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

   数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により按分した額を、それぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。 

なお、当社は平成17年４月１日より執行役員制

度を導入し、執行役員退職慰労金規程（内規）を

制定いたしました。これに伴い、当連結会計年度

より、当社の執行役員の退職慰労金の支払に備え

るため、執行役員退職慰労金規程（内規）に基づ

く期末要支給額を計上しております。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

   当社及び連結子会社のうち１社は、役員の退職

慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金規程

(内規)に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

同左 

  

(5) 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   原則として繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

   なお、特例処理の要件を満たしている金利スワ

ップについては特例処理によっております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

  

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ・ヘッジ手段 

金利スワップ取引、通貨オプション取引、 

     燃料油スワップ取引 

・ヘッジ対象 

     長期借入金、外貨建債権・債務及び 

外貨建予定取引、燃料油購入価格 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ・ヘッジ手段 

同左 

  

・ヘッジ対象 

同左 

  



  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 ③ ヘッジ方針 

   金利固定化により将来の金利変動リスクを軽減

することを目的としております。 

   外貨建取引における将来の為替相場変動のリス

クを一定の範囲内に軽減することを目的としてお

ります。 

   燃料油購入における価格相場変動リスクに備え

ることを目的としております。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

  

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比

率によって有効性を評価しております。 

但し、特例処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略しております。 

  

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。 

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

    消費税等の会計処理 

同左 

  

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価については、

全面時価評価法を採用しております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

  

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については金額が僅少なた

め、当連結会計年度において全額を償却しており

ます。 

６         ――――― 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につ

いて連結会計年度中に確定した利益処分に基づい

て作成しております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

  

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっており

ます。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲 

同左 

  



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

表示方法の変更 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から、「固定資産の減損に係る会計

基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第６号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利益が64百万円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除し

ております。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（連結貸借対照表） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年6月9日に公布され、平成16年12月

1日より適用となること及び「金融商品会計に関する実

務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年2月

15日付で改正されたことに伴い、当連結会計年度から投

資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（証

券取引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）

を投資有価証券として表示する方法に変更しました。 

 なお、当連結会計年度の「投資有価証券」に含まれ

る当該出資の額は305百万円であり、前連結会計年度に

おける投資その他の資産「その他」に含まれていた当

該出資の額は148百万円であります。 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「未払消費税等

の減少額」は、前連結会計年度は「その他営業活動によ

るキャッシュ・フロー」に含めて表示しておりました

が、金額的に重要性が増したため、区分掲記しておりま

す。 

 なお、前連結会計年度の「その他営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」に含まれている「未払消費税等の

減少額」は205百万円であります。 

――――― 



追加情報 
  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月

1日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」（平成16年2月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業

税の付加価値割及び資本割については、販売費及び一

般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が33百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が、それぞれ33百万円減少しております。 

――――― 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券(株式) 175百万円

投資その他の資産 

その他(出資金) 
197 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券(株式) 175百万円

投資その他の資産 

その他(出資金) 
208 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 担保に供している資産は次のとおりであります。 

現金及び預金(定期預金) 40百万円

建物及び構築物 16,148 

機械装置及び運搬具 379 

土地 4,250 

有形固定資産その他 208 

投資有価証券 65 

投資その他の資産 

その他(会員権) 
35 

計 21,129 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 担保に供している資産は次のとおりであります。 

現金及び預金(定期預金) 40百万円

建物及び構築物 15,461 

機械装置及び運搬具 510 

土地 4,248 

有形固定資産その他 206 

投資有価証券 77 

投資その他の資産 

その他(会員権) 
0 

計 20,545 

 (2) 上記のうち工場財団設定分は次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 6,882百万円

機械装置及び運搬具 334 

土地 1,307 

有形固定資産その他 208 

計 8,733 

 (2) 上記のうち工場財団設定分は次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 10,078百万円

機械装置及び運搬具 473 

土地 1,650 

有形固定資産その他 205 

計 12,408 

 (3) 担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 5,389百万円

長期借入金 12,324 

計 17,714 

 (3) 担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 6,466百万円

長期借入金 8,685 

計 

（うち工場財団分） 

15,151 

（8,724） 

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式32,408,646

株であります。 

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式32,408,646株

であります。 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、 

  普通株式1,856,245株であります。 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、 

  普通株式2,079,386株であります。 



(連結損益計算書関係) 

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

  377百万円

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

  358百万円

※２ 固定資産売却益は機械装置及び運搬具ほか7百万

円であります。 

※２ 

――――― 

※３        ――――― ※３ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。 

（1）減損損失を認識した主な資産 

（2）資産のグルーピングの方法 

当社グループは、独立したキャッシュ・フローを

生み出す最小の単位を識別し、資産のグルーピング

を行っております。 

（3）減損損失の認識に至った経緯 

継続的に営業損失を計上しており、かつ将来キャ

ッシュ・フローの見積り総額が当資産グループの帳

簿価額を下回るため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計

上しております。 

（4）減損損失の金額 

（5）回収可能価額の算定方法 

回収可能価額の算定に当たっては、使用価値によ

り測定しており、将来キャッシュ・フローを４％の

割引率で割り引いて算定しております。 

場 所 主な用途 種 類 
岩手県
上閉伊郡大槌町 

賃貸用資産 建物・ 
構築物等 

種類
金額 
(百万円) 

建物及び構築物 62 
無形固定資産 1 
その他 1 
合計 64 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

(平成17年３月31日) 

(百万円) 

現金及び預金勘定 1,573 

預入期間が３カ月を超える定期預金 △327 

現金及び現金同等物 1,246 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日) 

(百万円) 

現金及び預金勘定 991 

預入期間が３カ月を超える定期預金 △242 

現金及び現金同等物 749 



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 8,183 2,475 5,717

有形固定 
資産その他 186 62 123

無形固定 
資産その他 116 20 96

合計 8,497 2,559 5,938 

  

取得価額

相当額 
(百万円) 

減価償却

累計額 
相当額 
(百万円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬具

8,224 3,123 ― 5,101

有形固定
資産その他

190 84 ― 105

無形固定
資産その他

120 38 ― 82

合計 8,535 3,246 ― 5,286

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

  

１年以内 1,320百万円

１年超 4,715 

合計 6,036 

２ 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

  未経過リース料期末残高相当額 

リース資産減損勘定期末残高 

１年以内 1,419百万円

１年超 3,988 

合計 5,407 

  ―百万円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 1,217百万円

減価償却費相当額 1,122 

支払利息相当額 110 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 1,511百万円

リース資産減損勘定の取崩額 ― 

減価償却費相当額 1,409 

支払利息相当額 120 

減損損失 ― 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

  （減損損失について）
 リース資産に配分された減損損失はありません。 



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの 

 該当事項はありません。 
  

  種類
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

(1) 株式 174 235 61 

(2) 債券       

 ① 国債・地方債等 ― ― ― 

 ② 社債 ― ― ― 

 ③ その他 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 174 235 61 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

(1) 株式 19 16 △2 

(2) 債券       

 ① 国債・地方債等 ― ― ― 

 ② 社債 ― ― ― 

 ③ その他 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 19 16 △2 

合計 193 252 59 

  連結貸借対照表計上額(百万円) 摘要 

その他有価証券     

非上場株式 93   

投資事業組合出資 305   



当連結会計年度(平成18年３月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの 

 該当事項はありません。 

  

  種類
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

(1) 株式 117 210 93 

(2) 債券       

 ① 国債・地方債等 ― ― ― 

 ② 社債 ― ― ― 

 ③ その他 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 117 210 93 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

(1) 株式 16 13 △3 

(2) 債券       

 ① 国債・地方債等 ― ― ― 

 ② 社債 ― ― ― 

 ③ その他 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

小計 16 13 △3 

合計 133 223 90 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

206 129 ― 

  連結貸借対照表計上額(百万円) 摘要 

その他有価証券     

非上場株式 123   

投資事業組合出資 330   



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

利用しているデリバティブ取引は、金利関連では金

利スワップ取引、通貨関連では通貨オプション取引、

商品関連では燃料油スワップ取引であります。 

なお、ヘッジ会計の方法として、ヘッジ会計の要件

を満たす金利スワップについては、特例処理を採用し

ております。 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

同左 

  

① ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ・ヘッジ手段  

金利スワップ取引、通貨オプション取引、 

     燃料油スワップ取引 

   ・ヘッジ対象 

長期借入金、外貨建債権・債務及び 

外貨建予定取引、燃料油購入価格 

① ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ・ヘッジ手段 

同左 

      

   ・ヘッジ対象 

同左 

  

② ヘッジ方針 

金利固定化により将来の金利変動リスクを軽減

することを目的としております。 

   外貨建取引における将来の為替相場変動のリス

クを一定の範囲内に軽減することを目的としてお

ります。 

   燃料油購入における価格相場変動リスクに備える

ことを目的としております。 

  

② ヘッジ方針 

同左 

  

  

(2) 取引に対する取組方針 

デリバティブ取引については、それぞれのリスクを

軽減することを目的としており、投機目的の取引及び

レバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方

針であります。 

  

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

  

(3) 取引に係るリスクの内容 

デリバティブ取引については、それぞれの変動リス

クを効果的に相殺するものであり、これらの取引に関

するリスクは重要なものではありません。また、デリ

バティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い銀行

等に限定しているため、相手先の契約不履行等の信用

リスクはないと判断しております。 

  

(3) 取引に係るリスクの内容 

同左 

  

(4) 取引に係るリスク管理体制 

社内規程に基づく決裁のもと経理部が取引の執行及

び管理の主管部署となり、リスク管理を行っておりま

す。 

  

(4) 取引に係るリスク管理体制 

社内規程に基づく決裁のもと企画管理部が取引の執

行及び管理の主管部署となり、リスク管理を行ってお

ります。 

  

(5) その他 

「取引の時価等に関する事項」における契約額また

は想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に

係る市場リスク量を示すものではありません。 

(5) その他 

同左 

  



２ 取引の時価等に関する事項 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

商品関連 

  

  

次へ 

区分 種類 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

契約額等
(百万円) 

契約額等の 
うち１年超 
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

契約額等
(百万円) 

契約額等の
うち１年超
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

  
  
市場取引 

商品先物取引                 

 穀物                 

  買建 81 ― 79 △1 38 ― 37 △1 

合計 81 ― 79 △1 38 ― 37 △1 

前連結会計年度 当連結会計年度 

(注) 時価の算定方法 (注) 時価の算定方法 

期末の時価は先物相場を使用してお

ります。 

同左 



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度と退職一時金制度を併用しております。 

なお、当社は昭和64年１月１日より従業員の退職金制度の100％について適格退職年金制度を採用しておりま

す。 

また、連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

２ 退職給付債務及びその内訳 

  

  

３ 退職給付費用の内訳 

  

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  

    
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

退職給付債務 (百万円)   △519     △548   

 (1) 年金資産 (百万円)   461     577   

 (2) 退職給付引当金 (百万円)   15     23   

 (3) 未認識数理計算上の差異 (百万円)   42     △51   

    
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

退職給付費用 (百万円)   66     65   

 (1) 勤務費用 (百万円)   60     60   

 (2) 利息費用 (百万円)   9     10   

 (3) 期待運用収益 (百万円)   △13     △14   

 (4) 数理計算上の差異の費用処理額 (百万円)   9     8   

    
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

 (1) 割引率 (％) 2.00 2.00 

 (2) 期待運用収益率 (％) 3.25 3.25 

 (3) 退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準 同左 

 (4) 数理計算上の差異の処理年数   ５年 ５年 



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

  

(繰延税金資産)   

 役員退職慰労引当金 207百万円

 投資事業組合損失 141 

  賞与引当金繰入超過額 100 

 貸倒引当金繰入超過額 90 

 減価償却超過額 82 

 営業権の未実現利益 72 

 棚卸評価損 54 

 未払事業税 26 

 固定資産除却損 19 

 繰越欠損金 85 

 その他 67 

  繰延税金資産小計 947 

 評価性引当額 △240 

  繰延税金資産合計 706 

(繰延税金負債)   

 特別償却準備金 △95 

 その他 △56 

  繰延税金負債 △152 

  繰延税金資産の純額 553 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産)   

 役員退職慰労引当金 171百万円

 投資事業組合損失 150 

 貸倒引当金繰入超過額 96 

 減価償却超過額 91 

 棚卸評価損 89 

 賞与引当金繰入超過額 87 

 営業権の未実現利益 48 

 未払事業税 29 

 減損損失 25 

 固定資産除却損 19 

 繰越欠損金 265 

 その他 75 

  繰延税金資産小計 1,150 

 評価性引当額 △397 

  繰延税金資産合計 752 

(繰延税金負債)   

 特別償却準備金 △67 

 その他 △56 

  繰延税金負債 △124 

  繰延税金資産の純額 628 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.2 ％ 

 評価性引当額 1.6   

 交際費等永久に損金に 

 算入されない項目 
3.0   

 住民税均等割等 2.5   

 事業税減免 △2.5   

 その他 0.9   

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

45.7   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.2 ％ 

 評価性引当額 23.3   

 交際費等永久に損金に 

 算入されない項目 
0.9   

 住民税均等割等 3.0   

 事業税減免 △1.0   

 試験研究費特別控除 △7.8   

 過年度還付法人税等 △9.8   

 その他 △3.3   

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

45.5   



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平

成18年３月31日) 

事業の種類として「食品事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、全セグメントの売上高の

合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「食品事業」の割合がいずれも90％を超

えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平

成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める国内事業の割合がいずれ

も90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平

成18年３月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

  

【関連当事者との取引】 

 該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり 

であります。 

  

(重要な後発事象) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 225円67銭 １株当たり純資産額 221円09銭

１株当たり当期純利益 9円14銭 １株当たり当期純利益 7円30銭

 当社は、平成17年2月21日付けで株式１株につき1.3株

の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前連結会計年度における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

潜在株式調整後１株当たり当期 

純利益金額 
9円11銭

潜在株式調整後１株当たり当期 

純利益金額 
7円28銭

  

１株当たり純資産額 223円32銭

１株当たり当期純利益 21円79銭

   

   

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有する潜在株式がないため、記載して

おりません。 

  

  前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益（百万円） 280 221 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） 2 － 

 （うち利益処分による役員賞与金） (2) (－) 

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 278 221 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 30,497 30,398 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（百万円） － － 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に用い

られた普通株式増加数（千株） 
103 63 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権1種類（新株予約

権の数5,610個）。新株予約

権の詳細は、「第４提出会社

の状況、１株式等の状況、

（2）新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 

新株予約権2種類（新株予約

権の数11,260個）。新株予約

権の詳細は、「第４提出会社

の状況、１株式等の状況、

（2）新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

(注) １ （ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２ 連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。 

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利子率を記載しております。 

２ 長期借入金及びその他の有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以

下のとおりであります。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

会社名 銘柄 
発行 

年月日 

前期末残高 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

利率 

（％） 
担保 償還期限 

㈱雪国まいたけ 

  

第１回無担保

変動利付社債 

平成16年 

２月27日 

2,400 

（400） 

2,000 

（400） 

6ヶ月円

Tibor 

+0.15 

なし 
平成21年 

２月27日 

第２回無担保

変動利付社債 

平成16年 

９月30日 

300 

（-） 

300 

（-） 

6ヶ月円

Tibor 

+0.10 

なし 
平成26年 

９月30日 

第３回無担保

社債 

平成18年 

１月31日 

－ 

 （-） 

500 

（100） 
 1.05 なし 

平成23年 

１月31日 

合計 － － 
2,700 

（400） 

2,800 

（500） 
－ － － 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

500 500 1,300 100 100 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 3,695 4,110 1.782 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 4,535 5,955 2.390 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

14,121 10,676 2.636
平成19年 4月27日～
平成24年11月30日 

その他の有利子負債 
割賦代金 

365 468 1.691
平成18年 8月31日～
平成22年11月27日 

合計 22,717 21,209 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 3,993 3,025 1,961 1,481 

その他の有利子 
負債 

117 97 64 10



２ 【財務諸表等】 
(1) 【財務諸表】 
① 【貸借対照表】 

  

  
第22期

(平成17年３月31日) 
第23期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     
Ⅰ 流動資産     
 １ 現金及び預金  1,286 783  
 ２ 受取手形  20 15  
 ３ 売掛金 ※４  1,222 1,171  
 ４ 商品  495 373  
 ５ 製品  532 411  
 ６ 半製品  387 411  
 ７ 原材料  215 177  
 ８ 仕掛品  1,197 1,479  
 ９ 貯蔵品  73 77  
 10 前払費用  144 187  
 11 繰延税金資産  190 213  
 12 その他  541 618  
   貸倒引当金  △4 △3  
  流動資産合計  6,301 19.2 5,916 18.8
Ⅱ 固定資産     
 １ 有形固定資産 ※１     
  (1) 建物 23,574 23,541    
    減価償却累計額 9,272 14,302 10,094 13,447  
  (2) 構築物 1,797 1,831    
    減価償却累計額 1,035 762 1,165 666  
  (3) 機械及び装置 2,354 2,456    
    減価償却累計額 1,434 919 1,680 775  
  (4) 車輛運搬具 104 89    
    減価償却累計額 98 6 83 5  
  (5) 工具・器具及び備品 2,124 2,371    
    減価償却累計額 1,053 1,070 1,331 1,039  
  (6) 土地  5,076 5,407  
  (7) 建設仮勘定  1,356 1,324  
   有形固定資産合計  23,493 71.6 22,667 72.0
 ２ 無形固定資産     
  (1) 営業権  174 116  
  (2) 特許権  12 11  
  (3) 借地権  3 1  
  (4) 商標権  12 10  
  (5) ソフトウェア  179 134  
  (6) その他  7 7  
   無形固定資産合計  389 1.2 281 0.9
 ３ 投資その他の資産     
  (1) 投資有価証券 ※１  641 655  
  (2) 関係会社株式  797 797  
  (3) 出資金  9 9  
  (4) 関係会社出資金  120 120  
  (5) 関係会社長期貸付金  175 220  
  (6) 破産更生その他債権  0 4  
  (7) 長期前払費用  50 52  
  (8) 繰延税金資産  318 362  
   (9) その他  574 442  
    貸倒引当金  △61 △66  
   投資その他の資産合計  2,627 8.0 2,598 8.3
  固定資産合計  26,510 80.8 25,547 81.2
  資産合計  32,812 100.0 31,464 100.0
    



  

  
  

  
第22期

(平成17年３月31日) 
第23期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     
Ⅰ 流動負債     
 １ 買掛金  365 381  
 ２ 短期借入金  3,600 3,700  
 ３ １年以内返済予定の 
   長期借入金 

 4,011 4,617  

 ４ 1年以内償還予定の社債  400 500  
 ５ 未払金  1,242 1,043  
 ６ 未払費用  27 22  
 ７ 未払法人税等  295 336  
 ８  未払消費税等  － 335  
 ９ 預り金  9 23  
 10 賞与引当金  236 206  
 11 その他  2 1  
  流動負債合計  10,190 31.1 11,168 35.5
Ⅱ 固定負債     
 １ 社債  2,300 2,300  
 ２ 長期借入金  11,964 9,628  
 ３ 退職給付引当金  10 18  
 ４ 役員退職慰労引当金  464 384  
 ５ その他  402 458  
  固定負債合計  15,142 46.1 12,790 40.6
  負債合計  25,332 77.2 23,959 76.1
      

(資本の部)     
Ⅰ 資本金 ※２  1,605 4.9 1,605 5.1
Ⅱ 資本剰余金     
１ 資本準備金 2,262 2,262    
  資本剰余金合計  2,262 6.9 2,262 7.2
Ⅲ 利益剰余金     
１ 利益準備金 230 230    
２ 任意積立金     

  (1) 特別償却準備金 99 105    
  (2) 別途積立金 3,970 3,970    
３ 当期未処分利益 331 465    
  利益剰余金合計  4,631 14.1 4,770 15.2
Ⅳ その他有価証券評価差額金  64 0.2 68 0.2
Ⅴ 自己株式 ※３  △1,083 △3.3 △1,202 △3.8
  資本合計  7,479 22.8 7,505 23.9
  負債資本合計  32,812 100.0 31,464 100.0



② 【損益計算書】 

  

  

  
第22期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第23期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高               

１ 商品売上高   2,528     2,079     

２ 製品売上高   17,952 20,480 100.0 19,749 21,829 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ 商品売上原価               

(1) 期首商品棚卸高   303     495     

(2) 当期商品仕入高   2,715     2,071     

合計   3,018     2,566     

(3) 期末商品棚卸高   495     373     

合計   2,522     2,193     

２ 製品売上原価               

(1) 期首製品棚卸高   291     532     

(2) 当期製品製造原価 ※１ 11,786     12,666     

合計   12,077     13,199     

(3) 他勘定振替高 ※２ 9     10     

(4) 期末製品棚卸高   532     411     

合計   11,535 14,058 68.6 12,776 14,970 68.6 

売上総利益     6,422 31.4   6,858 31.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１             

１ 広告宣伝費   269     678     

２ 運賃   1,332     1,535     

３ 販売手数料   881     981     

４ 貸倒引当金繰入額   36     3     

５ 報酬・給料及び諸手当   1,180     1,094     

６ 賞与引当金繰入額   51     47     

７ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

25 3    

８ 減価償却費   255     243     

９ 支払手数料   147     197     

10 車輛関係費   28     30     

11 租税公課   28     52     

12 旅費交通費   95     92     

13 法定福利費・厚生費   155     147     

14 地代家賃・リース料   249     247     

15 雑費   406 5,143 25.2 426 5,782 26.5 

営業利益     1,278 6.2   1,076 4.9 



  

  

   
第22期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第23期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   6     12     

２ デリバティブ売却益   119     ―     

３ 固定資産賃貸収入 ※３ 86     47     

４ 雑収入   68 281 1.4 78 138 0.6 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   508     496     

２ 社債発行費   14     7     

３ 固定資産賃貸費用   63     33     

４ 投資事業組合損失   25     21     

５ 義援金等   177     ―     

６ 雑損失   120 909 4.4 94 653 2.9 

経常利益     650 3.2   561 2.6 

Ⅵ 特別利益               

１ 投資有価証券売却益   4 4 0.0 134 134 0.6 

Ⅶ 特別損失               

１ 災害損失   89     ―     

２ 固定資産売却損 ※５ 14     ―     

３ 減損損失 ※４ ― 103 0.5 64 64 0.3 

税引前当期純利益     552 2.7   630 2.9 

法人税、住民税及び 
事業税 

 287 289   

過年度還付法人税等   ―     △40     

法人税等調整額   △49 237 1.2 △68 180 0.8 

当期純利益     314 1.5   450 2.1 

前期繰越利益     43     20   

自己株式処分差損     25     5   

当期未処分利益     331     465   

     



製造原価明細書 

  

  

  

(注) ※１ 主な内訳は次のとおりであります。 

  

  

  
第22期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第23期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   1,843 15.3 1,936 14.9 

Ⅱ 労務費   3,783 31.3 3,830 29.5 

Ⅲ 経費 ※１ 6,441 53.4 7,206 55.6 

   当期総製造費用   12,068 100.0 12,972 100.0 

  期首半製品仕掛品棚卸高   1,302   1,584   

   合計   13,371   14,557   

  期末半製品仕掛品棚卸高   1,584   1,891   

   当期製品製造原価   11,786   12,666   

原価計算の方法 原価計算の方法 

 原価計算の方法は、加工費工程別

総合原価計算によっております。な

お、期中においては標準原価を採用

し、期末においては原価差額を棚卸

資産及び売上原価に配賦し、実際原

価に修正しております。 

 同左 

項目 第22期 第23期 

減価償却費 (百万円) 1,320 1,376 

包装材料費 (百万円) 1,135 1,311 

賃借料 (百万円) 1,059 1,217 

水道光熱費 (百万円) 886 1,023 

燃料費 (百万円) 661 892 

外注加工費 (百万円) 268 220 



③ 【利益処分計算書】 

  

  

  
第22期

株主総会承認年月日 
(平成17年６月29日) 

第23期 
株主総会承認年月日 
(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益     331   465 

Ⅱ 任意積立金取崩額           

 １ 特別償却準備金取崩額   27 27 40 40 

合計     358   506 

Ⅲ 利益処分額           

 １ 配当金   305   303   

  
１株につき 

(10円)
１株につき

(10円)
 

 ２ 任意積立金           

  (1) 特別償却準備金   33   ―   

  (2) 別途積立金   ― 338 150 453 

Ⅳ 次期繰越利益     20   53 

     



重要な会計方針 

  
第22期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第23期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

  

(2) その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定) 

    

時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類す

る組合への出資（証券取引法第2条第2項により

有価証券とみなされるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日に応じて入手可能

な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によっております。 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  

 (2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

同左 

  

  

２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

   時価法 

２ デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

同左 

３ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 商品・原材料・貯蔵品 

   移動平均法による原価法 

  

(2) 製品・半製品・仕掛品 

   総平均法による原価法 

３ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 商品・原材料・貯蔵品 

同左 

  

(2) 製品・半製品・仕掛品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    定率法 

但し、第４バイオセンター（旧 津久野工

場）、種菌開発センター及び第５バイオセンタ

ーの建物（それぞれ建物附属設備は除く）につ

きましては、定額法を採用しております。 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

定率法 

  ただし、第４バイオセンター、種菌開発セン

ター及び第５バイオセンターの建物（それぞれ

建物附属設備は除く）につきましては、定額法

を採用しております。 

  

 (2) 無形固定資産 

   定額法 

   なお、ソフトウェア(自社利用)については、社

内における利用可能期間(５年)に基づく定額法 

 (2) 無形固定資産 

同左 

  

 (3) 長期前払費用 

   均等償却 

 (3) 長期前払費用 

同左 

５ 繰延資産の処理方法 

     社債発行費 

   支出時に全額費用として処理しております。 

５ 繰延資産の処理方法 

    社債発行費 

同左 



  

  

第22期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第23期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

６ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

６ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

  

 (2) 賞与引当金 

   従業員賞与の支払に備えるため、将来の支給見

込額のうち当事業年度の負担額を計上しておりま

す。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

  

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

   数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により、翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

   数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)

による定額法により、翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

   なお、平成17年４月１日より執行役員制度を導

入し、執行役員退職慰労金規程（内規）を制定い

たしました。これに伴い、当事業年度より、執行

役員の退職慰労金の支払に備えるため、執行役員

退職慰労金規程（内規）に基づく期末要支給額を

計上しております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退

職慰労金規程(内規)に基づく期末要支給額を計上

しております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

同左 

  

７ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

７ リース取引の処理方法 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

なお、特例処理の要件を満たしている金利スワ

ップについては特例処理によっております。 

８ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ・ヘッジ手段 

金利スワップ取引、通貨オプション取引 

   ・ヘッジ対象 

長期借入金、外貨建債権・債務及び 

外貨建予定取引 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ・ヘッジ手段 

同左 

   ・ヘッジ対象 

同左 

  

 (3) ヘッジ方針 

   金利固定化により将来の金利変動リスクを軽減

することを目的としております。 

   外貨建取引における将来の為替相場変動のリス

クを一定の範囲内に軽減することを目的としてお

ります。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

  



  

  

会計処理方法の変更 
  

  

  

第22期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第23期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比

率によって有効性を評価しております。 

但し、特例処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事

項 

  消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事

項 

  消費税等の会計処理 

同左 

第22期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第23期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しております。 

 これにより、税引前当期純利益が64百万円減少して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除して

おります。 



表示方法の変更 
  

  

追加情報 

  
  

  

第22期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第23期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（貸借対照表） 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法

律第97号）が平成16年6月9日に公布され、平成16年12月

1日より適用となること及び「金融商品会計に関する実

務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年2月

15日付で改正されたことに伴い、当事業年度から投資事

業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（証券取

引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）を投

資有価証券として表示する方法に変更しました。 

 なお、当事業年度の「投資有価証券」に含まれる当

該出資の額は305百万円であり、前事業年度における

「出資金」に含まれていた当該出資の額は148百万円で

あります。 

  

 第21期までは独立科目で掲記していたソフトウェア

仮勘定（当期末残高35百万円）、電話加入権（当期末

残高6百万円）及び長期未払金（当期末残高155百万

円）については金額が僅少なため、第22期よりソフト

ウェア仮勘定は無形固定資産の「ソフトウェア」、電

話加入権は無形固定資産の「その他」、長期未払金は

固定負債の「その他」に含めて表示する方法に変更し

ました。 

――――― 

第22期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第23期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月

1日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年2月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管

理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が32百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、そ

れぞれ32百万円減少しております。 

――――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

第22期 
(平成17年３月31日) 

第23期
(平成18年３月31日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 14,203百万円

構築物 144 

機械及び装置 333 

車輛運搬具 0 

工具・器具及び備品 208 

土地 3,640 

投資有価証券 65 

計 18,598 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 13,329百万円

構築物 412 

機械及び装置 473 

車輛運搬具 0 

工具・器具及び備品 205 

土地 3,640 

投資有価証券 77 

計 18,139 

 (2) 上記のうち工場財団設定分 

建物 6,737百万円

構築物 144 

機械及び装置 333 

車輛運搬具 0 

工具・器具及び備品 208 

土地 1,307 

計 8,733 

 (2) 上記のうち工場財団設定分 

建物 9,666百万円

構築物 412 

機械及び装置 473 

車輛運搬具 0 

工具・器具及び備品 205 

土地 1,650 

計 12,408 

 (3) 上記に対応する債務 

短期借入金 2,000百万円

１年以内返済予定の 

長期借入金 
2,889 

長期借入金 10,227 

関係会社の借入金に 

対する保証債務 
25 

計 15,141 

(うち工場財団分) (6,247) 

 (3) 上記に対応する債務 

短期借入金 2,000百万円

１年以内返済予定の 

長期借入金 
3,249 

長期借入金 7,803 

関係会社の借入金に 

対する保証債務 
48 

計 13,101 

(うち工場財団分) (8,724) 

但し、定款の定めにより、株式の消却が行わ

れた場合には、これに相当する株式数を減ずる

ことになっております。 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

   授権株式数   普通株式 36,000,000株

   発行済株式総数 普通株式 32,408,646株

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行

われた場合には、これに相当する株式数を減ず

ることになっております。 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

   授権株式数   普通株式 120,000,000株 

   発行済株式総数 普通株式 32,408,646株

※３ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、 

普通株式1,856,245株であります。 

※３ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、 

普通株式2,079,386株であります。 

※４ 関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。 

流動資産  

 売掛金 112百万円

※４ 関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。 

流動資産  

 売掛金 115百万円

 ５ 偶発債務 

    次の会社の銀行借入金に対して保証を行ってお

ります。 

 ㈱トータク 477百万円

 ㈱雪国商事 95 

 ㈱雪国バイオフーズ 3,533 

 計 4,106 

 ５ 偶発債務 

    次の会社の銀行借入金及びリース債務に対して

保証を行っております。 

 ㈱トータク 440百万円

 ㈱雪国商事 98 

 ㈱雪国バイオフーズ 3,426 

 計 3,965 



  

  

 (損益計算書関係) 

  

  

第22期 
(平成17年３月31日) 

第23期
(平成18年３月31日) 

６ 配当制限 

    商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は、64

百万円であります。 

  

６ 配当制限 

    商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は、68

百万円であります。 

  

第22期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第23期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 研究開発費の総額 

    一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費 

  375百万円

※１ 研究開発費の総額 

    一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費 

  354百万円

※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

広告宣伝費 8百万円

その他 0 

計 9 

※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

広告宣伝費 9百万円

その他 0 

計 10 

※３ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

固定資産賃貸収入 34百万円

※３        ――――― 

※４        ――――― ※４ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。 

（1）減損損失を認識した主な資産 

（2）資産のグルーピングの方法 

当社は、独立したキャッシュ・フローを生み出す

最小の単位を識別し、資産のグルーピングを行って

おります。 

（3）減損損失の認識に至った経緯 

継続的に営業損失を計上しており、かつ将来キャ

ッシュ・フローの見積り総額が当資産グループの帳

簿価額を下回るため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計

上しております。 

（4）減損損失の金額 

（5）回収可能価額の算定方法 

回収可能価額の算定に当たっては、使用価値によ

り測定しており、将来キャッシュ・フローを４％の

割引率で割り引いて算定しております。 

場 所 主な用途 種 類 
岩手県
上閉伊郡大槌町 

賃貸用資産 建物・ 
構築物等 

種類
金額

(百万円) 
建物 53 
構築物 8 
借地権 1 
その他 1 
合計 64 

※５ 固定資産売却損は土地14百万円であります。 ※５        ――――― 



(リース取引関係) 

  

  

第22期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第23期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 6,626 2,257 4,368 

車輛運搬具 93 55 37 

工具・器具 
及び備品 116 56 59

ソフトウェア 32 12 19 

合計 6,868 2,383 4,484 

  

取得価額

相当額 
(百万円) 

減価償却

累計額 
相当額 
(百万円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械及び

装置 6,468 2,660 ― 3,808

車輛運搬具 96 65 ― 31

工具・器具

及び備品 103 66 ― 36

ソフトウェア 35 17 ― 18

合計 6,704 2,809 ― 3,894

 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

  

１年以内 1,058百万円

１年超 3,516 

合計 4,575 

２ 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定期末残高 

未経過リース料期末残高相当額 

リース資産減損勘定期末残高 

１年以内 1,120百万円

１年超 2,875 

合計 3,996 

  ―百万円

 ３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 1,062百万円

減価償却費相当額 975 

支払利息相当額 96 

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 1,208百万円

リース資産減損勘定の取崩額 ― 

減価償却費相当額 1,122 

支払利息相当額 95 

減損損失 ― 

 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ５ 利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

  （減損損失について）
 リース資産に配分された減損損失はありません。 



(有価証券関係) 

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月

31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

  

  

  

第22期 
(平成17年３月31日) 

第23期
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

(繰延税金資産)  

 役員退職慰労引当金 186百万円

 投資事業組合損失 141 

 賞与引当金繰入超過額 95 

 減価償却超過額 78 

 棚卸評価損 54 

 未払事業税 23 

 貸倒引当金繰入超過額 25 

 固定資産除却損 2 

 その他 29 

  繰延税金資産合計 637 

(繰延税金負債)   

 特別償却準備金 △70 

 その他 △56 

  繰延税金負債合計 △127 

  繰延税金資産の純額 509 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産)  

 役員退職慰労引当金 154百万円

 投資事業組合損失 150 

 棚卸評価損 89 

 減価償却超過額 86 

 賞与引当金繰入超過額 82 

 未払事業税 28 

 貸倒引当金繰入超過額 27 

 減損損失 25 

 固定資産除却損 2 

 その他 27 

  繰延税金資産合計 675 

(繰延税金負債)   

 特別償却準備金 △43 

 その他 △56 

  繰延税金負債合計 △100 

  繰延税金資産の純額 575 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 
  

  

法定実効税率 40.2％ 

  交際費等永久に損金に 
  算入されない項目 

2.5 

  住民税均等割等 2.1 

  試験研究費特別控除 △2.4 

  事業税減免 △1.4 

  その他 2.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.1 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 
  
法定実効税率 40.2％ 

 交際費等永久に損金に
  算入されない項目 

0.5 

  住民税均等割等 1.7 

  試験研究費特別控除 △5.1 

  事業税減免 △0.7 

  過年度還付法人税等 △6.4 

  その他 △1.7 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.5 



(１株当たり情報) 

  

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

  

第22期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第23期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 244円82銭 １株当たり純資産額 247円45銭

１株当たり当期純利益金額 10円30銭 １株当たり当期純利益金額 14円82銭

  

 当社は、平成17年2月21日付けで株式１株につき1.3株

の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前期における１株当たり情報については、以下のと

おりとなります。 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

10円26銭

  

  

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額 

14円79銭

１株当たり純資産額 241円37銭

１株当たり当期純利益金額 16円39銭

   

   

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有する潜在株式がないため、記載して

おりません。 

  

  第22期
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第23期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益（百万円） 314 450 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 314 450 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 30,497 30,398 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（百万円） － － 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に用い

られた普通株式増加数（千株） 
103 63 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株予約

権の数5,610個）。新株予約

権の詳細は、「第４提出会社

の状況、１株式等の状況、

（2）新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 

新株予約権２種類（新株予約

権の数11,260個）。新株予約

権の詳細は、「第４提出会社

の状況、１株式等の状況、

（2）新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 

第22期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第23期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【その他】 

  

  

    銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 ㈱第四銀行 136,000 77 

    ㈱ナルス 100,000 75 

    田辺工業㈱ 55,400 74 

    中央化学㈱ 24,400 32 

    
ジェイビックベンチャー
キャピタル㈱ 

1,500 30 

    ㈱ラックランド 8,600 8 

    新和証券㈱ 10,000 8 

    ㈱新潟食品運輸 150 5 

    ㈱ニチロサンフーズ 10,000 4 

    一正蒲鉾㈱ 5,000 3 

    その他(５銘柄) 3,350 4 

    計 354,400 325 

    銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 
ジェイビック産学連携
投資事業有限責任組合 

10 102 

    ジャフコ・バイオテクノロジー 1 96 

    
ジェイビック産学連携２号
投資事業有限責任組合 

20 74 

    ＨＴＣパートナーズ,Ｌ.Ｐ. 5 56 

    計 36 330 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

２ 「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

   

資産の種類 
前期末
残高 
(百万円) 

当期 
増加額 
(百万円) 

当期
減少額 
(百万円) 

当期末
残高 
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
(百万円) 

当期 
償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産               

 建物 23,574 37 
70 

(53) 
23,541 10,094 836 13,447 

 構築物 1,797 42 
8 

(8) 
1,831 1,165 130 666 

 機械及び装置 2,354 103 
1 

(0) 
2,456 1,680 246 775 

 車輛運搬具 104 1 
16 

(0) 
89 83 1 5 

 工具・器具及び備品 2,124 253 
6 

(0) 
2,371 1,331 282 1,039 

 土地 5,076 331 － 5,407 － － 5,407 

 建設仮勘定 1,356 871 902 1,324 － － 1,324 

有形固定資産計 36,388 1,641 
1,005 

(63) 
37,023 14,356 1,496 22,667 

無形固定資産               

 営業権 290 － － 290 174 58 116 

 特許権 22 2 1 23 11 2 11 

 借地権 3 0 
1 

(1) 
1 － － 1 

 商標権 22 0 － 22 11 2 10 

 ソフトウェア 389 57 30 417 282 73 134 

 その他 8 － 0 8 0 0 7 

無形固定資産計 736 60 
33 

(1) 
763 481 136 281 

長期前払費用 190 56 178 69 17 7 52 

繰延資産               

  

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

土地 第５バイオセンター隣接地 320百万円 

      



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式数は、2,079,386株であります。 

２ 当期増加額及び当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注)   貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、洗替えによる戻入額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 1,605 － － 1,605 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式  
(注)１ 

(株) (32,408,646) （－） （－） (32,408,646)

普通株式 (百万円) 1,605 － － 1,605 

計 (株) (32,408,646) （－） （－） (32,408,646)

計 (百万円) 1,605 － － 1,605 

資本準備金 
及び 
その他 
資本剰余金 

(資本準備金)           

株式払込剰余金 (百万円) 2,262 － － 2,262

計 (百万円) 2,262 － － 2,262 

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (百万円) 230 － － 230 

(任意積立金)           

特別償却準備金 
(注)２ 

(百万円) 99 33 27 105

別途積立金 (百万円) 3,970 － － 3,970

計 (百万円) 4,299 33 27 4,305 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 66 8 0 5 69 

賞与引当金 236 206 236 － 206 

役員退職慰労引当金 464 3 84 － 384 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

  

ｂ 受取手形 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円) 

現金 3 

預金の種類   

当座預金 241 

普通預金 211 

定期預金 320 

定期積金 5 

別段預金 0 

小計 780 

合計 783 

相手先 金額(百万円) 

㈱新川屋 4 

㈱大冷 3 

ハチ食品㈱ 2 

コスモスライクス㈱ 1 

まいたけ販売㈱ 1 

その他 2 

合計 15 

期日別 金額(百万円) 

平成18年４月 9 

５月 4 

６月 1 

７月 － 

８月以降 － 

合計 15 



ｃ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

  

ｄ 商品 

  

  

ｅ 製品 

  

  

ｆ 半製品 

  

  

相手先 金額(百万円) 

㈱トータク 97 

㈱雪国まいたけ西日本 50 

㈱日本アクセス神奈川支店 28 

イニシオフーズ㈱ 25 

㈱ＣＧＣ北海道本部 24 

その他 944 

合計 1,171 

期首繰越高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
  
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

1,222 22,917 22,967 1,171 95.1 19 

品目 金額(百万円) 

冷凍品 114 

水煮 25 

その他 233 

合計 373 

品目 金額(百万円) 

まいたけ水煮 234 

乾まいたけ 128 

生きのこ 21 

その他 27 

合計 411 

品目 金額(百万円) 

乾まいたけ 335 

生きのこ 25 

その他 49 

合計 411 



ｇ 原材料 

  

  

ｈ 仕掛品 

  

  

ｉ 貯蔵品 

  

  

② 負債の部 

ａ 買掛金 
  

  

品目 金額(百万円) 

培地主原料 99 

栽培袋 12 

もやし豆 56 

その他 8 

合計 177 

品目 金額(百万円) 

生きのこ 1,472 

種菌 7 

その他 0 

合計 1,479 

区分 金額(百万円) 

包装資材 52 

燃料油 14 

販売促進用消耗品 2 

その他 7 

合計 77 

相手先 金額(百万円) 

㈱トータク 97 

雪国アグリ㈱ 67 

㈲今町興産 21 

㈱新村 20 

双日食料㈱ 18 

その他 155 

合計 381 



ｂ 短期借入金 
  

  

  

ｃ 一年以内返済予定の長期借入金 

「長期借入金」の内訳表に記載しております。 

  

  

ｄ 社債                       2,300百万円 

  内容は１ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 ⑤ 連結附属明細表 社債明細表に記載しております。 

  

  

ｅ 長期借入金 
  

（注） 平成18年１月１日付で、㈱東京三菱銀行と㈱ＵＦＪ銀行が合併し、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行となりました。 

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

借入先 金額(百万円) 

㈱第四銀行 1,700 

㈱あおぞら銀行 800 

住友信託銀行㈱ 500 

㈱三井住友銀行 300 

㈱りそな銀行 300 

農林中央金庫 100 

計 3,700 

借入先 金額(百万円) (内一年以内返済予定)(百万円) 

㈱三井住友銀行 2,797 （615） 

㈱第四銀行 2,470 （637） 

㈱みずほ銀行 2,090 （700） 

㈱三菱東京UFJ銀行 1,659 （554） 

㈱りそな銀行 1,293 （315） 

住友信託銀行㈱ 832 （267） 

㈱北越銀行 808 （195） 

みずほ信託銀行㈱ 660 （360） 

㈱あおぞら銀行 310 （310） 

三井住友海上火災保険㈱ 183 （116） 

㈱大光銀行 345 （101） 

第一生命保険(相) 300 （149） 

日本生命保険(相) 275 （200） 

五泉市 176 （48） 

㈱岩手銀行 35 （35） 

東京海上日動火災保険㈱ 8 （8） 

計 14,246 （4,617） 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
  

東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  株主名簿管理人 
  

東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 

  取次所 みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき印紙税相当額 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
  

東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  株主名簿管理人 
  

東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 

  取次所 みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

  買取手数料 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

次の算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取った単元未満株式の数であ
ん分した金額 
 (算式)１株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち 
  
100万円以下の金額につき                1.150％ 
100万円を超え500万円以下の金額につき         0.900％ 
500万円を超え1,000万円以下の金額につき        0.700％ 
1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき       0.575％ 
3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき       0.375％ 
(円未満の端数を生じた場合には切り捨てる) 
ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。 

公告掲載方法 

電子公告の方法により行います。ただし、やむを得ない事由により電子公告をするこ
とができない場合は、日本経済新聞に掲載します。 
公告掲載の当社ホームページアドレス 
http://www.maitake.co.jp 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(１) 有価証券報告書及びその添付書類 

(２) 臨時報告書 

  

(３) 半期報告書 

(４) 有価証券報告書の訂正報告書 

  

(５) 有価証券報告書の訂正報告書 

(６) 半期報告書の訂正報告書 

  

(７) 半期報告書の訂正報告書 

(８) 自己株券買付状況報告書 

(９) 自己株券買付状況報告書 

  

事業年度 第22期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 平成17年６月30日 
関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第2項第2号の2（ストックオプションとしての新株予約権の発行）に基づく
臨時報告書 

平成17年７月１日 
関東財務局長に提出。 

事業年度 第23期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 平成17年12月19日 
関東財務局長に提出。 

事業年度 第21期(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 
の有価証券報告書にかかる訂正報告書 

平成18年６月23日 
関東財務局長に提出。 

上記（1）の有価証券報告書にかかる訂正報告書 平成18年６月23日 
関東財務局長に提出。 

事業年度 第22期中(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 
の半期報告書にかかる訂正報告書 

平成18年６月23日 
関東財務局長に提出。 

上記（5）の半期報告書にかかる訂正報告書 平成18年６月23日 
関東財務局長に提出。 

平成16年７月20日開催の取締役会決議分 平成17年４月11日 
平成17年５月13日 
平成17年６月６日 
関東財務局長に提出。 

平成17年６月29日開催の取締役会決議分 平成17年７月12日 
平成17年８月12日 
平成17年９月14日 
平成17年10月11日 
平成17年11月９日 
平成17年12月９日 
平成18年１月13日 
平成18年２月13日 
平成18年３月８日 
平成18年４月13日 
平成18年５月15日 
平成18年６月13日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  

平成１７年６月２９日

  

  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社雪国まいたけの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社雪国まいたけ及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

  

独立監査人の監査報告書

株 式 会 社 雪 国 ま い た け 

  取  締  役  会 御中 

監 査 法 人  ナ  カ  チ   

代 表 社 員

 

 

業務執行社員
 公認会計士

 

平  田  卓

 

 

業務執行社員 
 

 公認会計士

 

吉 永 康 樹

 

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会
社）が別途保管しております。 



  

平成１８年６月２９日

  

  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社雪国まいたけの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社雪国まいたけ及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から固定

資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

  

独立監査人の監査報告書

株 式 会 社 雪 国 ま い た け 

  取  締  役  会 御中 

監 査 法 人  ナ  カ  チ   

代 表 社 員

 

 

業務執行社員
 公認会計士

 

平  田  卓

 

 

業務執行社員 
 

 公認会計士

 

吉 永 康 樹

 

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会
社）が別途保管しております。 



  

平成１７年６月２９日

  

  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社雪国まいたけの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第２２期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社雪国まいたけの平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

独立監査人の監査報告書

株 式 会 社 雪 国 ま い た け 

  取  締  役  会 御中 

監 査 法 人  ナ  カ  チ   

代 表 社 員

 

 

業務執行社員 
 公認会計士

 

  
平  田  卓

 

 

業務執行社員 
 

 公認会計士

 

吉 永 康 樹

 

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会
社）が別途保管しております。 



  

平成１８年６月２９日

  

  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社雪国まいたけの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２３期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社雪国まいたけの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

るため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

独立監査人の監査報告書

株 式 会 社 雪 国 ま い た け 

  取  締  役  会 御中 

監 査 法 人  ナ  カ  チ   

代 表 社 員

 

 

業務執行社員
 公認会計士

 

平  田  卓

 

 

業務執行社員 
 

 公認会計士

 

吉 永 康 樹

 

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会
社）が別途保管しております。 
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